
電力分野のトランジション・ロードマップ

2022年2月策定、2025年11月更新

資源エネルギー庁 電力基盤整備課



2

トランジション・ロードマップの目的・位置づけ

⚫ 本ロードマップは、「クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針」（2021年5月策定、2025

年3月改訂、金融庁・経済産業省・環境省）を踏まえ、我が国企業が電力分野においてトランジション・ファイナン

ス ※1を活用した資金調達を検討するにあたり参照することができるものとして、策定するものである。

⚫ 同時に、銀行・証券会社・投資家・評価機関等に対して、我が国企業が電力分野において実施しようとしているトラ
ンジション戦略又はファイナンスの資金使途がトランジション・ファイナンスの対象として適格かどうかを判断する
際の一助とするものである。

⚫ 脱炭素化に向けた取組に際しては、各企業が全社レベルでの脱炭素化に向けた戦略を描くことが重要である。全社レ

ベルの脱炭素化に向けた戦略に対して、個別の取組がしっかりと紐付いていることが、資金調達のトランジション適

格性を判断する際の大前提となる。

⚫ 本ロードマップは、2050年のカーボンニュートラルの実現を最終的な目標とし、現時点で入手可能な情報に基づき、
2050年までに実用化が想定される低炭素・脱炭素技術や、それらの実用化のタイミングについて、イメージを示す
ものである。

⚫ 本ロードマップは、パリ協定に基づき定められた国の排出削減目標（NDC）※2やグリーン成長戦略※3、グリーンイ
ノベーション基金※4における研究開発・社会実装計画と整合的なものである。

⚫ 本ロードマップについては、今後の脱炭素及びトランジションに関する技術の開発や実用化の動向を踏まえ、必要に

応じ、随時改定を行う。（2025年11月改定）

※1：「トランジション・ファイナンス」とは、基本指針において、『気候変動への対策を検討している企業が、脱炭素社会の実現に向けて、長期的な戦略に則った温室効果ガス削減の取組を行っている場合にその取組を支援す
ることを目的とした金融手法をいう』とされている。
※2：https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/ndc.html
※3：https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html
※4：https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/gifund/index.html

https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/ndc.html
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/gifund/index.html
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⚫ 2015年パリ協定において、世界的な平均気温上昇を産業革命以前と比較し最低2℃より低く保ち、1.5℃に抑える努力
を継続することが、世界共通の長期目標とされた。

⚫ IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change：気候変動に関する政府間パネル）の報告にて、今世紀末の気
温上昇を産業革命対比1.5℃に抑えるためには、2050年前後に温室効果ガス排出量を実質ゼロにする必要があることが
示された。

⚫ 目標達成のためには、気候変動対策にかかる投資を積極的に行うことが重要である。再生可能エネルギー等へのグリー
ン投資を推進することはもちろん、排出削減困難なセクターにおける低炭素化の取組を行うことなど、脱炭素へのトラ
ンジション(移行)を図る必要がある。

⚫ 排出削減困難なセクターに属する企業が、パリ協定に整合的な目標設定を行い、長期的な戦略に則った温室効果ガス削
減の取組を実施するためのファイナンスを「トランジション・ファイナンス」として推進することが必要である(※)。

⚫ 事例が積み上がり国内での市場形成が順調に進みつつある一方で、国際的な共通認識の醸成という意味では未だ途上で
あり、引き続き良質な事例の積み上げによる市場の健全性の維持が重要である。

4

トランジション・ファイナンスの概念

※2021年5月策定 2025年3月改訂 クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針 金融庁・経済産業省・環境省
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トランジション・ファイナンスの位置づけ

⚫ 資金調達者が、パリ協定と整合した長期目標を実現するための戦略を明確に求められる点において、より将来に対し

て野心的な取組にコミットする主体へのファイナンスとなる。

⚫ 資金使途がグリーンに限定されない点がグリーン・ファイナンスと異なり、調達主体がパリ協定と整合したトランジ

ション戦略の策定を求められる点でサステナビリティ・リンク・ボンド/ローンと異なる。

調達形態 グリーンボンド
（GB）

グリーンローン
（ＧＬ）

サステナビリティ・リンク・
ボンド（SLB)

サステナビリティ・リンク・
ローン（SLL)

トランジション・ファイナンス

資金使途 環境改善効果を有するグリーン
プロジェクトに限定

環境改善効果を有するグリーン
プロジェクトに限定

資金使途限定なし
但し、ESG等達成に向けた目標
設定要

資金使途限定なし
但し、ESG等達成に向けた目標
設定要

資金使途限定型（トランジショ
ン・ボンド/ローン）と資金使
途非限定型（トランジション・
リンク・ボンド/ローン）があ
る

主な資金提供者 個人投資家・機関投資家 銀行など金融機関 個人投資家・機関投資家 銀行など金融機関 （ボンド）個人投資家・機関投
資家
（ローン）銀行など金融機関

レポーティング 一般開示すべき 貸手に報告すべき
GLであること表明する場合、一
般開示が望ましい

一般開示すべき 貸手に提供すべき
ＳＳＬであること表明する場合、
一般開示が奨励される

形態に応じて左記に準じる

外部レビュー
（発行前）
外部検証
（発行後）

外部レビュー取得が望ましい
検証は第三者機関の活用によっ
て補完されることが望ましい

外部レビュー取得が望ましい 外部レビュー取得が望ましい
独立した外部検証を受けるべき

外部レビュー取得が望ましい
独立した外部検証を取得しなけ
ればならない

外部レビュー取得が望ましい
形態に応じて左記に準じる
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電力分野の脱炭素化を取り巻く国内外の動向

（国際動向）

⚫ 近年、世界的に自然災害の激甚化が進む中、温室効果ガスの削減が喫緊の課題となっている。

⚫ 2023年11月から開催されたCOP28では、2030年までに再生可能エネルギー設備容量を世界全体で３倍、エネル

ギー効率の改善率を世界平均で２倍へ拡大するといった野心的な取組に加え、原子力、排出削減が困難な分野での

CO2回収・有効活用・貯蓄などの低減・除去技術、低炭素水素製造を含む、排出ゼロ及び低排出技術を加速させる

との記載が決定文書に盛り込まれるなど、カーボンニュートラル実現に向けてあらゆる技術を活用していく方向性

が示されている。

⚫ 2023年5月に開催されたＧ7広島サミットにおいて、エネルギー安全保障、気候変動、地政学的リスクに一体的に対

応し、各国の事情に応じた多様な道筋を認めつつ、ネット・ゼロ実現という共通のゴールを目指す方針が示された。

⚫ 2024年4月に開催されたG7気候・エネルギー・環境大臣会合において、石炭火力については、各国のネット・ゼロ

の道筋に沿って、2030年代前半、または、気温上昇を1.5度に抑えることを射程に入れ続けることと整合的なタイ

ムラインで、排出削減対策が講じられていない既存の石炭火力発電をフェーズアウトすることに合意した。
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電力分野の脱炭素化を取り巻く国内外の動向

（国内の動向）

⚫ こうした国際的な動向も踏まえつつ、2025年２月に閣議決定された第７次エネルギー基本計画においては、カーボ

ンニュートラルの実現に向けて、エネルギー安全保障を確保しつつ、経済成長と両立する形で取組を進めていく必

要があるとされている。日本国内のCO2排出量のうち、電力由来の間接排出は約４割を占めており、電力分野にお

けるCO2排出量の削減は我が国においても喫緊の課題である。

⚫ 我が国では、人口の減少や省エネルギーの浸透などにより、2007年度以降、電力需要が減少傾向にあったが、今後、

DXやGXの進展により、電力需要が増加に転じることが見込まれている。

⚫ 現状、我が国の電源構成の約７割を火力発電が占めているが、電力の安定供給の確保を大前提としつつ、電源の脱

炭素化を進めることが重要である。

⚫ 我が国が産業を自国に維持・確保し経済成長できるかは、脱炭素電源を十分確保できるかが重要な要素となる。脱

炭素電源が十分確保できなければ、国内投資や経済成長の機会を逸することとなり、雇用の確保や賃上げも困難と

なり、国民生活にも大きな影響を及ぼすこととなる。このためにも、脱炭素電源の拡大を図り、最大限活用してい

くことが必要不可欠である。

⚫ 加えて、2050年カーボンニュートラル実現に向けては、S＋3Eのバランスを確保しつつ、まずは電源の脱炭素化と

電化を進めていく。

⚫ なお、2050年のカーボンニュートラル達成という大目標は世界各国で共有しつつも、具体的なトランジションの道

筋は、各国の個別事情により異なり得る点に留意する必要がある。
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（参考）日本における電力需要の見通し

出典先：電力広域的運営推進機関「全国及び供給区域ごとの想定」より資源エネルギー庁作成

我が国の需要電力量の見通し データセンターによる電力需要の増加

– As is：現時点の技術のまま、全く省エネ対策が進まない場合
– Modest：エネルギー効率の改善幅が小さい場合（2030年までと同等の改

善率で2050年まで進捗）
– Optimistic：エネルギー効率の改善幅が大きい場合

（JSTによる分析）

9067億kWh
2022年度
電力需要量

（日本全体）

※ 現時点でのデータセンター・半導体工場の申込状況をもとに想定した結果、
2031年度を境に伸びが減少しているが、将来の新増設申込の動向により変わる可能性がある。

⚫ 人口減少や節電・省エネ等により家庭部門の電力需要は減少傾向だが、データセンターや半導体工場の

新増設等による産業部門の電力需要の大幅増加により、全体として電力需要は増加傾向となった。

⚫ 科学技術振興機構（JST）は、データセンターによる電力需要は省エネが進んでもなお増加と分析。
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日本の電源構成の推移

⚫ 東日本大震災以降、電源構成に占める火力発電の比率は急激に増加傾向にあったが、その後は減少傾向にあり、

2023年度の火力発電比率は約69％。

第１回電力システム改革の検証を踏まえた制度設計ワーキンググループ
（2025年6月13日）参考資料1

（出典）総合エネルギー統計（2023年度確報）をもとに資源エネルギー庁作成
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（参考）エネルギー需給の見通し（イメージ）

2013 2023 2040

出典：総合エネルギー統計（2023年度確報）、2040年度におけるエネルギー需給の見通しをもとに資源エネルギー庁作成

熱・燃料

（年度）

電力

再エネ 10.9%

原子力 0.9%

火力 88.3%

石炭

LNG

石油等

再エネ 22.9%

原子力 8.5%

火力 68.6%

再エネ
4～5割程度

原子力 2割程度

火力
3～4割程度

石炭

天然ガス・都市ガス

石油

その他

電力

省エネ・非化石転換

最終エネルギー消費量

3.6億kL

電力需要

0.99兆kWh

発電電力量

1.08兆kWh

電力需要

0.88兆kWh

発電電力量

0.99兆kWh

発電電力量

1.1～1.2兆kWh程度

電力需要

0.9～1.1兆kWh程度

最終エネルギー消費量

3.0億kL 最終エネルギー消費量

2.6～2.7億kL程度
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電力分野のトランジションに関する基本的な考え方①

（電力政策に関する基本的な考え方）

⚫ 電力は、国民生活や経済活動に欠かせないものである。電力分野の脱炭素化の取組を進めるにあたっては、それらの

影響を十分に考慮しなければならない。

⚫ 脱炭素社会という目指すべき目標は各国で共通している。ただ、その達成方法は多様な道筋があり、各国の事情を踏

まえて現実的な脱炭素化の取組を進めることが不可欠である。

⚫ この点、電力分野の脱炭素化は、エネルギー基本計画等に基づく我が国のエネルギー政策と一体的に進めていくべき

ものである。具体的には、安全性の確保を大前提に、エネルギーの安定供給を第一として、経済効率性の向上と環境

への適合を目指していく必要がある。

（電力を取り巻く日本の事情）

⚫ 我が国は、化石資源に恵まれず、エネルギー供給の多くを輸入に依存する一方、平地が少なく、過酷な自然条件の下

で再エネの導入拡大へのハードルが高いという特性を有している。加えて、四方を海に囲まれ、海外と電力を輸出入

する国際連系線がない上に地域ごとに電力系統が独立して発展してきたなど、諸外国と異なるエネルギー供給の脆弱

性を抱えている。

⚫ ロシアによるウクライナ侵略をはじめとする地政学リスクの台頭や国際情勢の変化により、エネルギー供給の不確実

性が高まる中、電力の安定供給を確保するためには、燃料を安定的に確保する必要がある。

⚫ また、異常気象、発電所の休廃止の進展、火力発電所の東京湾・太平洋沿岸への集中等、自然災害に対して脆弱な構

造的課題も存在する。こうした状況を踏まえると、2030年代初頭にかけて、特に夏季・冬季の高需要期における電

力需給は予断を許さない厳しい状況が続く可能性がある。

⚫ こうした事情を踏まえ、現実に即した脱炭素化の取組を進めることが、国として実効的な気候変動対策につながる。
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電力分野のトランジションに関する基本的な考え方②

（電力分野のトランジションの在り方）

⚫ こうした前提条件の下で脱炭素化を進めていくにあたっては、多様な電源を統合した電力システムを構築していく

ことが重要となる。

⚫ 具体的には、脱炭素電源を拡大させていく中で、変動性の高い再エネや調整電源としての火力、揚水・蓄電池や原

子力などが相互に補完しあいながら、系統全体で安定供給を確保していく必要がある。さらに、発電や送配電、さ

らには需要側を一体的に捉え、高い柔軟性を備えた電力システムの統合を図っていくことも求められる。

⚫ このような電力システムの構築のためには、最先端の技術の実装が不可欠であり、これに向けた技術の開発や、そ

の技術の導入コストの低減に資する研究開発も併せて進めていく必要がある。

⚫ 電力分野のトランジションとは、これらの要素を考慮しつつ進めていくべき取組である。
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（参考）長期脱炭素電源オークションの概要

⚫ 近年、既存電源の退出・新規投資の停滞により供給力が低下し、電力需給のひっ迫や卸市場価格の高騰が発生。

⚫ このため、脱炭素電源への新規投資を促進するべく、脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度（名称「長期脱炭素電源オークション」）を、
2023年度から開始。

⚫ 具体的には、脱炭素電源を対象に電源種混合の入札を実施し、落札電源には、固定費水準の容量収入を原則20年間得られることとすることで、巨
額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する。

〈新制度のイメージ〉

固定費 可変費

固定費水準の容量収入
（入札価格 ⇒ 落札価格）

卸市場・非化石市場等からの収入

落札価格の容量収入を原則20年間得る

②収入の期間

入札

X＋α年X年

建設
運転開始

運転建設 廃止
時間

建設費用、
維持費等

収入

収入は市場動向に左右され
予見可能性が低い

①投資判断時に
収入の水準を
確定させたい

②投資判断時に
長期間の収入を

確定させたい

金額

〈電源投資の課題〉

〈投資判断に必要な要素〉

広域機関
脱炭素電源への新規投資を対象とした入札を実施し

落札電源・落札価格を決定する

応札

〈落札電源の収入〉
①収入の水準

（※）本制度での収入＝落札価格－還付する収益
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（参考）長期脱炭素電源オークションの対象電源

出典：電力広域的運営推進機関 長期脱炭素電源オークション（応札年度：2025年度）制度詳細説明会資料
https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2025/files/202509_youryou_syousaisetsumei_long.pdf
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（参考）水素発電・アンモニア発電 概要

水素 アンモニア

概
要

現
状
の
取
組

➢ 燃焼速度が比較的近いガス火力発電に水素を混入。水素の燃焼速
度が速いため、その燃焼を制御する技術が必要。

➢ 上記制御技術を使うことで、ガスタービンの水素専焼化も可能。

➢ 発電用バーナーの中心にある再循環領域（高温・低酸素）にアンモ
ニアを一定速度で投入することで、アンモニアの分解及び還元反応を
促進しつつ、アンモニアを燃焼。

➢ 低混焼では解決済のNOx処理や、着火の不安定性等の技術的検
証を行うことで、専焼化も可能。

➢ 小型タービン（1MW級）での専焼は燃焼器が商用化済。大型ター
ビン（数十万kW級）は10%混焼（※）まで可能な燃焼器の技術
開発が完了済。10％超混焼を可能とする燃焼器開発が進行中。
（※）熱量ベース。体積ベースでは30％混焼。

➢ コストが下がれば、2050年時点での有望な電源となり得るため、
JERAも2030年代前半から商用運転開始を目指すことを表明。他
電力会社も活用に関心。

➢ 混焼バーナーや専焼バーナーの開発に成功済。実機を活用した20％
混焼の実証を完了済。50％以上の高混焼に向けた燃焼器を開発
済。高混焼の実機実証や専焼に向けた技術開発が進行中。

➢ まだコストには課題があるが、調整力を有する火力発電の脱炭素化に
向けたトランジションを進めていく有望な手段となり得るため、JERAが
2027年度後半から商用運転開始を目指すことを表明。他電力会社
も活用に関心。

強
み

弱
み

➢ 既存の発電設備のタービン部やボイラなどの設備を利用可能、アセットを有効活用出来る。
➢ 調整力、慣性力機能を具備しており、系統運用安定化に資する。

➢ 既に肥料用途を中心にアンモニア市場が存在。既存の製造・輸送・
貯蔵技術を活用したインフラ整備が可能。

➢ アジアの脱炭素化に向けたトランジションへの有力な手段のひとつ。
市場獲得に向けて海外企業に先んじて技術開発・社会実装に向け
た取組が進められている。

➢ 液化水素の場合、脆化に加え、極低温という厳しい環境に耐えうる材
質を使う必要。

➢ 水素を別のキャリアとして運ぶ場合、キャリア変換等の追加コストが発
生する。

➢ 混焼率向上、専焼化にあたっては、低混焼では解決済のNOx処理、 
収熱悪化、着火の不安定性を解消する技術的検証が必要。

➢ 毒性があるため、取り扱いには配慮が必要。

➢ 一カ所で大規模な水素需要を創出し、サプライチェーン構築に貢献
出来る。

➢ ガスタービンは日本企業がトップクラスのシェアを占めており、高い競争
力を持つ。また、水素専焼の技術開発に見通し有。
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（参考）太陽光発電の導入状況

⚫ 太陽光発電の2025年３月末時点の導入量は76.6GW。直近数年間では概ね3.5～５GW/年のペースで導入が進ん

でいる。2030年目標（103.5～117.6GW）の実現には、今後約６年間で27～41GWの導入、すなわち、4.5～７

GW/年のペースで導入を継続していくことが必要となる。

⚫ 他方、我が国の国土面積当たりの太陽光導入容量は、既に主要国の中で最大級となっており、特に地上設置型につ

いて、今後の導入余地となり得る適地が減少している。適地減少等を背景に、FIT/FIP制度の認定容量は足下では

減少している一方で、導入コストの低減が進み、FIT/FIP制度によらずに事業を実施する形態も現れてきている。

0

40

40

50

60

70

80

90

100

110

120

※ 導入量は、FIT前導入量5.6ＧＷを含む。 ※ FIT/FIP認定量及び導入量は速報値。
※ 入札制度における落札案件は落札時点の認定量として計上。

導入目標

103.5
~117.6GW

未稼働量

3.5GW

導入量

55.8GW

追加導入量

20.8GW

2019年度末
(エネ基策定時点)

2025年３月末 2030年度

未稼働量

23.9GW

約27~41GW

（GW）

導入量

55.8GW

導入量
76.6GW

【太陽光発電の導入状況】
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（参考）風力発電の導入状況

⚫ 洋上風力発電は、足下では、再エネ海域利用法等に基づき、着床式洋上風力発電を中心に、これまでに6.4GW
の案件が形成されたほか、有望区域や準備区域が多数存在しており、2030年導入目標（5.7GW）に向けて取
組が進展している。

⚫ 陸上風力発電は、2030年導入目標（17.9GW）に対して、2024年12月末時点の導入量は6.0GW、
FIT/FIP認定済未稼働の容量は10.2GWに達している。

注）再エネ海域利用法、港湾法等に基づく設備容量等を記載。
※ 導入量については、港湾法等に基づき実施している発電事業で稼働済みの設備容量を記載。
それ以外は、系統確保容量又は調査事業で算定した当該区域において想定する出力規模。

導入量

4.2GW

追加導入量 

1.8GW

導入目標

17.9GW

未稼働量

10.2GW
未稼働量

6.8GW

2019年度末
(エネ基策定時点)

2024年12月末 2030年度

11.9GW

※ 導入量は、FIT前導入量2.6ＧＷを含む。
※ FIT/FIP認定量及び導入量は速報値。
※ 入札制度における落札案件は落札時点の認定量として計上。

（GW）

導入量
6.0GW

導入量

4.2GW

【陸上風力発電の導入状況】

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

導入目標

5.7GW

2019年度末
(エネ基策定時点)

2030年度

（GW）

2025年9月末

0.01GW※

5.4GW

導入及び
案件形成

最大6.4GW

0.2GW
（港湾法案件）

1.8GW
（第２R）

事業者選定済

0.3GW※

1.1GW
（第３R）

事業者選定済

【洋上風力発電の導入状況】

最大1.5GW
（促進区域指定済）

1.5GW
（第１R）

事業者選定済は
0.017GW
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（参考）我が国の送配電網

⚫ これまで、電力会社の供給エリアごとに送配電網が整備されてきた。

⚫ このような歴史的経緯から、我が国では、エリア間の「地域間連系線」や、東日本と西日本とを繋ぐ周波数変換設

備の容量が小さい。

北海道
419万kW

東北

1,314万kW中国

1,018万kW

九州

1,583万kW
周波数変換設備

交直変換設備50Hz60Hz

※ の中の数値は2025年8月の最大需要電力予想

（全国合計では1億5,916万kW）

※赤字の数値は地域間連系線の運用容量代表値

北陸
473万kW

2,669万kW

関西

沖縄
160万kW

四国

476万kW

485万kW

222万kW
30万kW

210万kW

576万kW

90万kW

190万kW

東京

5,491万kW
中部

2,313万kW

145万kW
250万kW

140万kW

（出典）電力広域機関 2025～2034年度の連系線の運用容量 （年間・長期）
https://www.occto.or.jp/renkeisenriyou/oshirase/2024/files/oshirase_1_2025-2034_unyouyouryou.pdf



21

（参考）近年の主な需給ひっ迫

⚫ 電力自由化以降の供給力の低下や再エネの導入拡大等によって、足元では電力需給のひっ迫が発生。主な事象とその

原因等は以下のとおり。

2020年度冬期
【継続的な寒波／
LNG在庫減少】

2022年6月
【異例の暑さ／発
電設備の補修】

2022年3月
【真冬並の寒波／
福島県沖地震】

① 継続的な寒波による電力需要の増加。

② 石炭火力のトラブル停止（約550万kW）や天候不順に
よる太陽光発電量の減少が発生。

③ 海外のLNG供給設備の停止に起因したLNG在庫減少によ
り、LNG火力の稼働抑制。

【ひっ迫時】

• 火力発電所の出力増加、自家発焚き増し、補修点検中の
発電所の稼働、他エリアからの電力融通

• 小売電気事業者から大口需要家への節電要請

• 電力需給ひっ迫警報発令（2022年3月）

• 電力需給ひっ迫注意報発令（2022年6月）

【ひっ迫後】

• 需給ひっ迫注意報の創設

• 発電所の休廃止に関する事前届出制の導入

• 予備電源制度の導入

① 平年より22日早い梅雨明け（6月27日に梅雨明け）によ
り、6月末時点で異例の暑さにより需要が大幅に増加
（27日の東電管内の想定最大需要は東日本大震災以降、
最大（5,276万kW））

② 平年より大幅に早い梅雨明けにより、複数の火力発電所
が補修点検により稼働停止

【ひっ迫時】自家発焚き増し、他エリアからの電力融通、

連系線の運用容量拡大

【ひっ迫後】燃料モニタリングの仕組みの導入

需給ひっ迫を予防するための発電用燃料に係る
ガイドラインの策定

① 地震等による発電所の停止

② 東京-東北間の送電線の運用容量低下

③ 太陽光の出力変動（月内で最大1,257万kW）

3/16 広野火力等（合計335万kW）

3/22 磯子火力等（合計134万kW）

（500万kW⇒250万kW）

１

２

３

時期と主な要因 主な要因 主な対応策

令和6年7月23日 総合エネルギー調査会
基本政策分科会（第59回） 資料１より作成
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電力分野のトランジション・ロードマップの範囲（コーポレートレベルでの取組①）

（基本的考え方）

⚫ 脱炭素化に向けた取組に際しては、個別のプロジェクトベースの技術の活用に留まるのではなく、全社レベルでの

脱炭素化に向けた戦略を描くことが重要である。全社レベルの脱炭素化に向けた戦略に対して、個別の取組がしっ

かりと紐付いていることが、資金調達のトランジション適格性を判断する際の大前提となる。

⚫ 2050年のカーボンニュートラルに向けた道筋は、各社の置かれた状況により異なって然るべきである。具体的には、

系統規模や再エネポテンシャルなど、エリアによって異なる条件や現時点での電源構成の違いといった事情に配慮

する必要がある。
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電力分野のトランジション・ロードマップの範囲（コーポレートレベルでの取組②）

（発電分野）

⚫ 発電分野においては、電力の安定供給と脱炭素化を両立するため、地域と共生した再エネや、安全性の確保と地域

の理解を大前提とした原子力を用いた着実な脱炭素化を進めていくことが重要である。

⚫ 火力電源は、温室効果ガスを排出するという課題がある一方、データセンターや半導体工場の新増設等による電力

需要増加に対応する供給力、再エネ等による出力変動や周波数変動を補う調整力、系統の安定性を保つ慣性力と

いった安定供給上重要な役割を有している。

⚫ このような中、火力全体として安定供給に必要な発電容量（kW）を維持・確保しつつ、非効率な石炭火力を中心に

発電量（kWh）を段階的に減らしていく。

⚫ 例えば、LNG火力は石炭・石油火力と比べて温室効果ガスの排出量が少なく、将来的な水素の活用やCCUSの導入な

どによる脱炭素化が可能である。また、高効率な火力設備の導入による排出削減の余地も大きく、電力の安定供給

のために必要な火力の供給力を維持・確保する観点からは、電源の脱炭素化に向けたトランジションの手段として、

LNG火力の活用と高効率設備の導入は引き続き重要である。

⚫ ただし、脱炭素化に向けて、水素・アンモニア・バイオマスの混焼及び専焼、CCUSの活用などの技術開発及び実証

を進め、できる限り早くその実装を進めていく。

⚫ こうした取組を通じて、将来的なゼロエミッション技術への移行を支える現実的かつ段階的な道筋を描くことが求

められる。
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電力分野のトランジション・ロードマップの範囲（コーポレートレベルでの取組③）

（送配電及び需要分野）

⚫ 再エネの導入拡大に向けた送配電網の増強、蓄電池や揚水の導入といった系統の高度化に向けた取組は、直接的に脱

炭素化に資するものではないが、電源構成の脱炭素化を目指す上で不可欠なものである。したがって、間接的に脱炭

素化を推し進めるという意味において、これらの取組もトランジションであると言える。

⚫ 熱需要の電化の推進やディマンドリスポンス（DR）などの需要サイドの取組については、CO2排出を伴う熱利用を

減らし、再エネの導入に寄与するなどの意味において、トランジションであると言える。水の電気分解により製造し

た水素を用いた熱の利用（間接的な電化）も同様である。ただし、熱需要の電化及び間接的な電化については、発電

分野において脱炭素化が進展していることが大前提となる。

（その他）

⚫ 「クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針」で示されているとおり、事業者による直接的な

排出削減への取組のみならず、トランジションにより経済的な不利益を被る立場にある者への支援を含む「公正な移

行」への取組や、他社の脱炭素化の取組への支援についても、トランジションであると言える。

⚫ 例えば、大型発電所の休廃止を含む脱炭素化の取組にあたっては、地域経済や雇用への影響を踏まえながら、地域の

実情に応じてトランジションを進めていく必要がある。

⚫ なお、各事業主体において排出削減努力を徹底的に行うという前提の上、当該努力だけでは脱炭素化が困難な特別の

事情がある事業者が存在することも考えられる。そのような場合、カーボンクレジットの活用やカーボンオフセット

商品の購入による排出量の削減という選択肢が否定されるものではない。
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電力分野のトランジション・ロードマップの範囲（技術）

⚫ 電力分野においては、脱炭素化に資する技術は多様であり、また、技術開発に要する時間も長期にわたるものが多

い。そのため、脱炭素化に向けた取組を進めていく上では、あらかじめ特定の技術に決め打ちするのでなく、多様

な技術開発の可能性を追求していくことが重要である。

⚫ こうした考え方の下、現時点において有望と考えられる技術については、本ロードマップの線表において、その見

通しを可能な限り定量的に示す。具体的には、水素・アンモニア・バイオマスの混焼及び専焼、CCUSの活用といっ

た火力電源の脱炭素化や、原材料を含めて強靱なサプライチェーン構築が期待される次世代型太陽電池、四方を海

で囲まれ我が国の導入ポテンシャルが高い浮体式洋上風力発電、現状の地熱ポテンシャルを拡大する可能性がある

次世代型地熱発電といった最新鋭の再エネ、 安全対策等を講じた既設原子力発電、新たな安全メカニズムを組み込

んだ次世代革新炉、系統増強や需要側の電化に向けた技術等が対象となりうる。

⚫ また、これらの新たな技術を実現するために必要となる水素・アンモニア等の燃料供給サプライチェーンの確立や、

CO2分離回収・カーボンリサイクルといった要素技術開発も必要である。

⚫ さらに、火力電源の休廃止についても、脱炭素化への移行を支える選択肢の一つと位置づけられる。ただし、脱炭

素化と安定供給の両立を図る観点から、火力全体として安定供給に必要な発電容量（kW）を維持・確保しつつ、非

効率な石炭火力を中心に発電量（kWh）を段階的に減らしていくことが必要である。

⚫ なお、カーボンニュートラルに向けた低炭素・脱炭素技術は、単体での導入に加え、複数の技術を組み合わせるこ

とで相乗効果を発揮する可能性がある。
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電力分野の脱炭素化に向けたトランジション・ロードマップ

2025 2030 2040 2050

実用化・導入

実証

研究開発

再エネ・原子力

(既存技術）

脱炭素電源等 調達主体としての脱炭素化に向けた取組

水素専焼

CCUS 研究開発（性能向上・プロセス開発・製造技術開発） 実証

アンモニア専焼 GI基金による技術開発 実用化・導入（ただし、導入は2040年代）

2020

火力電源の休廃止

実証

NEDO事業等による技術開発 GI基金等による実機実証（~2030） 技術の確立・商用化

次世代型太陽電池

浮体式洋上風力発電

次世代型地熱発電※1

次世代

革新炉
※2

GI基金による技術開発 GI基金による実証（~2030） 技術の確立・商用化

GI基金による技術開発 GI基金による実機実証（~2032） 技術の確立・商用化

導入拡大

基本設計 詳細設計 運転

✓ 燃料アンモニアサプライチェー
ンの構築

関連するGI基金のプロジェクト

✓ 大規模水素サプライチェーンの構築

✓ CO2の分離回収等技術開発

✓ 次世代型太陽電池の開発

✓ 洋上風力発電の低コスト化

✓ ー

✓ ー

先行導入に向けた各種技術開発や・実証 国内先行導入（資源化）

普及

発電設備の
運転開始

※１ 詳細は 次世代型地熱推進官民協議会 中間取りまとめ（案）を参照されたい
※２ 詳細は 経済産業省「GX実現に向けた基本方針参考資料」「【今後の道行き】事例16：次世代革新炉」を参照されたい
※３ 詳細はフュージョンエネルギー・イノベーション戦略を参照されたい

革新軽水炉
※商用炉

小型軽水炉
※実証炉

高速炉
※実証炉

高温ガス炉
※実証炉

フュージョンエネルギー
※3

制作・建設

概念設計 基本設計 運転制作・建設

概念設計 基本設計 運転制作・建設

基本設計 詳細設計 運転制作・建設

研究開発 発電実証

詳細設計

詳細設計

https://green-innovation.nedo.go.jp/project/building-fuel-ammonia-supply-chain/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/building-fuel-ammonia-supply-chain/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/building-fuel-ammonia-supply-chain/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/hydrogen-supply-chain/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/hydrogen-supply-chain/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-co2-separation-recovery/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-co2-separation-recovery/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-co2-separation-recovery/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/next-generation-solar-cells/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/next-generation-solar-cells/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/offshore-wind-power-generation/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/offshore-wind-power-generation/
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電力分野の脱炭素化に向けたトランジション・ロードマップ

2025 2030 2040 2050

実用化・導入

実証

研究開発

トランジション電源 調達主体としての将来的な脱炭素化に向けた最新の技術水準を活用した取組

電源のゼロエミ化状況に

依存する取組
電源部門の脱炭素化に向けた取組を進めながら進めるべき取組

送配電網の強化・高度化

DR・電化の推進等

蓄電池・揚水
分散型エネルギーリソース

2020

※火力電源の高効率化や石炭から天然ガスへの転換等については、将来的にアンモニア・水素の混焼・専焼やCC(U)Sの導入を見据えつつ、2050年までに脱炭素電源化するという前提の下、トランジションファイナンスの対象となり得る。

※「電化」には、間接的な電化（再エネ等由来の電力を活用した水電解により製造した水素の活用）を含む。

※混焼率はいずれも熱量ベース。

※脱炭素電源の導入拡大に資するという前提の下、トランジションファイナンスの対象となり得る。

※2050年断面
でCCSが導入さ
れていないものは
専燃化する前提バイオマス混焼

エネ基目標：2030年5%程度
(専燃含む)

導入拡大・混焼率の向上

アンモニア混焼
エネ基目標：2030年1%程度

（水素・アンモニア合計）

2020年代後半に20％混焼実現
2030年代後半50%-60%程度

NEDO実証で20％混焼実機実証（～2024）・GI基金による50％超混焼実証（～2030頃）

水素混焼
エネ基目標：2030年1%程度

（水素・アンモニア合計）

2020年代後半にガス火力への10%混焼実現
2030年代後半にガス火力への30%混焼実現

GI基金による10％混焼実機実証（～2025） 等

関連するGI基金のプロジェクト

✓ ー

✓ ー

✓ ー

✓ ー

LNG火力 トランジション電源として活用
水素混焼／専焼、CCUS等の導入

✓ ー

✓ 燃料アンモニアサプライチェーンの構築

✓ 大規模水素サプライチェーンの構築

https://green-innovation.nedo.go.jp/project/building-fuel-ammonia-supply-chain/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/building-fuel-ammonia-supply-chain/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/hydrogen-supply-chain/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/hydrogen-supply-chain/
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（参考）カーボンニュートラルへの道筋
CNに向けた低炭素・脱炭素技術「脱炭素電源等」

技術名 概要 排出係数※1 実装年※2 主な参照先※3

アンモニア専焼 ✓ ボイラー・ガスタービンでのアンモニア専焼 最大100%削減 2030年代

• グリーン成長戦略

• エネルギー基本計画

• GI基金-社会実装計画※4

脱
炭
素
電
源
等

※１：既存技術の排出係数をもとに、対象技術による削減幅より算出。削減幅は、当該工程における削減幅として記載。
※２：社会実装計画については導入拡大・コスト低減フェーズの開始年を参照。
※３：実装年の参照先には下線を付加。
※４：グリーイノベーション基金における研究開発・社会実装計画。

水素専焼 ✓ 水素タービンによる専焼 最大100%削減 2030年代

• グリーン成長戦略

• エネルギー基本計画

• GI基金-社会実装計画※4

CCUS
✓ CO2分離回収技術の技術開発・実証・導入・

商用化の推進
最大100%削減 2030年代

• エネルギー基本計画

• GI基金-社会実装計画※4

火力電源の休廃止 ✓ 既存火力電源の休廃止 － 既に導入 • エネルギー基本計画
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（参考）カーボンニュートラルへの道筋
CNに向けた低炭素・脱炭素技術「脱炭素電源等」

技術名 概要 排出係数※1 実装年※2 主な参照先※3

脱
炭
素
電
源
等

※１：既存技術の排出係数をもとに、対象技術による削減幅より算出。削減幅は、当該工程における削減幅として記載。
※２：社会実装計画については導入拡大・コスト低減フェーズの開始年を参照。
※３：実装年の参照先には下線を付加。
※４：グリーンイノベーション基金における研究開発・社会実装計画。
※５：実装時期は革新炉の種類等により異なる。

再エネ・原子力

（既存技術）

✓ 地域と共生した再エネおよび、安全性の確保

と地域の理解を大前提とした原子力の導入

（既設原子力の安全対策等を含む）

最大100%削減 既に導入 • エネルギー基本計画

✓ 太陽光発電の適地の制約がある中、軽量・柔

軟等の特徴を兼ね揃えるペロブスカイト太陽電

池の早期社会実装を進めて行く

（コスト目標、導入目標）

・2025年：20円/kWhの技術確立

・2030年：14円/kWhの技術確立、

  GW級の量産体制の構築

・2040年：10~14円/kWh以下の実現、

 累計20GWの導入

最大100%削減
2020年代後半

（タイムラインは左記）

• エネルギー基本計画

• GI基金-社会実装計画

• 次世代型太陽電池戦略

• IEA ETP CETG

次世代型太陽電池

浮体式洋上風力発電

✓ 広大なEEZを含む開発エリアの拡大に際し、

水深の深い海域に設置可能な浮体式洋上

風力について、低コストに量産化する技術を

確立し早期の社会実装を目指す

最大100%削減 2020年代後半

• エネルギー基本計画

• GI基金-社会実装計画※4

• 洋上風力産業ビジョン

（第2次）

• IEA ETP CETG

次世代型地熱発電

✓ 地下深くの高温・高圧な熱水を利用した超臨

界地下熱を利用した地熱発電技術や、地下

の高温岩盤を利用した自然由来の熱水を必

要としない地熱発電技術

最大100%削減 2030年代
• エネルギー基本計画

• IEA ETP CETG

次世代革新炉・

フュージョンエネルギー
✓ 革新軽水炉、小型軽水炉、高速炉、高温ガ

ス炉、フュージョンエネルギー
最大100%削減 2030年代以降※5

• エネルギー基本計画

• 分野別投資戦略

• 革新炉開発の技術ロードマップ

• フュージョンエネルギー・イノベー

ション戦略

• IEA ETP CETG
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（参考）カーボンニュートラルへの道筋
CNに向けた低炭素・脱炭素技術「脱炭素電源等」

技術名 概要 排出係数※1 実装年※2 主な参照先※3技術名 概要 排出係数※1 実装年※2 主な参照先※3

アンモニア混焼 ✓ 石炭火力へのアンモニア混焼
－ 

（混焼率に依存）

2020年代後半
（石炭火力への20%混焼）

2030年代後半
（石炭火力への50%超混焼）

• エネルギー基本計画

• グリーン成長戦略

• GI基金-社会実装計画※4

ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
電
源

水素混焼 ✓ ガス火力への水素混焼
－ 

（混焼率に依存）

2020年代後半
（ガス火力への10%混焼）

2030年代後半
（ガス火力への30％混焼）

• エネルギー基本計画

• グリーン成長戦略

• GI基金-社会実装計画※4

バイオマス混焼 ✓ 石炭火力へのバイオマス混焼
－ 

（混焼率に依存）
既に導入 • エネルギー基本計画

送配電網の

強化・高度化
✓ 再エネの導入拡大に向けた送配電網の増強

等
－ 既に導入 • エネルギー基本計画

DR・電化の推進等
✓ 需要サイドにおける脱炭素化に向けた取組、

電化等
－ 既に導入

• グリーン成長戦略

• エネルギー基本計画

蓄電池・揚水・LDES・

分散型エネルギーリソース
✓ 系統安定化に資する蓄電池・分散型エネル

ギーリソースの導入等
－ 既に導入

• グリーン成長戦略

• エネルギー基本計画

電
源
の
ゼ
ロ
エ
ミ
化
状
況
に

依
存
す
る
取
組

※１：既存技術の排出係数をもとに、対象技術による削減幅より算出。削減幅は、当該工程における削減幅として記載。
※２：社会実装計画については導入拡大・コスト低減フェーズの開始年を参照。
※３：実装年の参照先には下線を付加。
※４：グリーイノベーション基金における研究開発・社会実装計画。

LNG火力
✓ 電源の脱炭素化に向けたトランジション手段と

してのLNG火力活用
－ 既に導入 • エネルギー基本計画
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１．トランジション・ファイナンス概論

３．電力分野のトランジション・ロードマップ

４．科学的根拠の整理

２．電力分野の動向

５．参考
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カーボンニュートラルへの技術の道筋｜科学的根拠／パリ協定との整合

• 本技術ロードマップは、2050年カーボンニュートラルの実現を目的とした我が国の各政策や国際的なシナリオ等を参
照して策定しており、 パリ協定と整合する。

• 地域と共生した再エネ・安全性の確保と地域の理解を大前提とした原子力の最大限活用に加え、火力発電の休廃止、
アンモニア・水素混焼・専焼技術、CCUSの導入拡大等により2050年のカーボンニュートラルを実現する。

CO₂削減イメージの概要・根拠等 CO₂排出削減イメージ※

概要・策定根拠
• 右図は、ｐ28～30に記載の技術を含め、発電分野の

排出削減に向けた技術が広く普及することを前提に、
日本の発電分野全体での排出削減経路のイメージを示
したもの。

• 削減イメージの作成にあたっての各種想定は、
「2040年度におけるエネルギー需給の見通し」等、
2050年カーボンニュートラルの実現を見据えた我が
国の各種政府施策や、パリ協定整合のシナリオ等を踏
まえ設定している。

経路に大きな影響を与える主な要素
• 次世代型太陽光・洋上風力等の再エネ拡大
• CCS等による火力発電の低・脱炭素化
• 再エネ・原子力の最大限活用等

パリ協定整合性の確認
• 削減イメージは、「経済産業分野におけるトランジ

ション・ファイナンス推進のためのロードマップ策定
検討会」において、日本の地域・産業特性を踏まえつ
つ、NDCやパリ協定整合のシナリオ等との整合を検証
し、科学的根拠／パリ協定整合性を確認している。

※：我が国における電力産業のうち本ロードマップの対象分野としての削減イメージであり、実際には電力各社は各々の長期的な
戦略の下でカーボンニュートラルの実現を目指していくことになるため、各社に上記経路イメージとの一致を求めるものではない。

1

2

3

2020～2030
地域と共生した再エネ・安全性の確保と地域の理解を大前提とした原子力の利用拡大に加え、火力発
電へのバイオマス混焼や休廃止により低炭素化を進めていく。並行して、アンモニア・水素混焼技術や
CCUSの技術開発・実証に取り組む。

2030～2040
アンモニア・水素混焼の導入拡大、混焼比率拡大による高混焼化等に取り組む。

2040～2050
アンモニア・水素専焼の実用化、導入拡大等により大幅な排出削減を行い、カーボンニュートラルを実現。

排
出
係
数

• 再エネ・原子力
• 火力発電の休廃止
• バイオマス混焼 等

• アンモニア・水素混焼（高混焼）
• CCUS
• 再エネ・原子力 等

• アンモニア・水素専焼
• CCUS
• 再エネ・原子力 等

2023 2030 2035 2040
2050
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１．トランジション・ファイナンス概論
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（参考資料）目次

１．エネルギー基本計画の概要
２．電力産業の概観
３．各技術等の動向
４．日本のエネルギー事情
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⚫ 東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故からまもなく14年が経過するが、東京電力福島
第一原子力発電所事故の経験、反省と教訓を肝に銘じて取り組むことが、引き続きエネルギー政策の原点。

⚫ 足下、ALPS処理水の海洋放出、燃料デブリの試験的取出し成功等の進捗や、福島イノベーション・コース
ト構想の進展もあり、オンサイト・オフサイトともに取組を進めているところ。政府の最重要課題である、福島の
復興・再生に向けて最後まで取り組んでいくことは、引き続き政府の責務である。

１．東京電力福島第一原子力発電所事故後の歩み

２．第6次エネルギー基本計画策定以降の状況変化

⚫ 他方で、第6次エネルギー基本計画策定以降、我が国を取り巻くエネルギー情勢は、以下のように大きく変
化。こうした国内外の情勢変化を十分踏まえた上でエネルギー政策の検討を進めていく必要。

– ロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の緊迫化などの経済安全保障上の要請が高まる。

– DXやGXの進展に伴う電力需要増加が見込まれる。

– 各国がカーボンニュートラルに向けた野心的な目標を維持しつつも、多様かつ現実的なアプローチを拡大。

– エネルギー安定供給や脱炭素化に向けたエネルギー構造転換を、経済成長につなげるための産業政策
が強化されている。

３．エネルギー政策の基本的視点（S+3E）

⚫ エネルギー政策の要諦である、S+3E（安全性、安定供給、経済効率性、環境適合性）の原則は維持。

⚫ 安全性を大前提に、エネルギー安定供給を第一として、経済効率性の向上と環境への適合を図る。

※第７次エネルギー基本計画概要資料から抜粋
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⚫ エネルギー危機にも耐えうる需給構造への転換を進める観点で、徹底した省エネの重要性は不変。加えて、今
後、2050年に向けて排出削減対策を進めていく上では、電化や非化石転換が今まで以上に重要となる。
CO2をどれだけ削減できるかという観点から経済合理的な取組を導入すべき。

⚫ 足下、DXやGXの進展による電力需要増加が見込まれており、半導体の省エネ性能の向上、光電融合など
最先端技術の開発・活用、これによるデータセンターの効率改善を進める。工場等での先端設備への更新支
援を行うとともに、高性能な窓・給湯器の普及など、住宅等の省エネ化を制度・支援の両面から推進する。トッ
プランナー制度やベンチマーク制度等を継続的に見直しつつ、地域での省エネ支援体制を充実させる。

⚫ 今後、電化や非化石転換にあたって、特に抜本的な製造プロセス転換が必要となるエネルギー多消費産業に
ついて、官民一体で取組を進めることが我が国の産業競争力の維持・向上に不可欠。

４．2040年に向けた政策の方向性

⚫ DXやGXの進展による電力需要増加が見込まれる中、それに見合った脱炭素電源を国際的に遜色ない価
格で確保できるかが我が国の産業競争力に直結する状況。2040年度に向けて、本計画と「GX2040ビ
ジョン」を一体的に遂行。

⚫ すぐに使える資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれるなどの我が国の固有事情を踏まえれば、エネルギー安
定供給と脱炭素を両立する観点から、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入するとともに、特定
の電源や燃料源に過度に依存しないようバランスのとれた電源構成を目指していく。

⚫ エネルギー危機にも耐えうる強靭なエネルギー需給構造への転換を実現するべく、徹底した省エネルギー、製
造業の燃料転換などを進めるとともに、再生可能エネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、脱
炭素効果の高い電源を最大限活用する。

⚫ 2040年に向け、経済合理的な対策から優先的に講じていくといった視点が不可欠。S+3Eの原則に基づき、
脱炭素化に伴うコスト上昇を最大限抑制するべく取り組んでいく。

５．省エネ・非化石転換

※第７次エネルギー基本計画概要資料から抜粋
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＜総論＞

⚫ DXやGXの進展に伴い、電力需要の増加が見込まれる中、それに見合った脱炭素電源の確保ができなかった
ために、国内産業立地の投資が行われず、日本経済が成長機会を失うことは、決してあってはならない。

⚫ 再生可能エネルギーか原子力かといった二項対立的な議論ではなく、再生可能エネルギーや原子力などの脱
炭素電源を最大限活用することが必要不可欠。

⚫ こうした中で、脱炭素電源への投資回収の予見性を高め、事業者の積極的な新規投資を促進する事業環境
整備及び、電源や系統整備といった大規模かつ長期の投資に必要な資金を安定的に確保していくためのファイ
ナンス環境の整備に取り組むことで、脱炭素電源の供給力を抜本的に強化していく必要がある。

＜再生可能エネルギー＞

⚫ S+3Eを大前提に、電力部門の脱炭素化に向けて、再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し、関係省庁
が連携して施策を強化することで、地域との共生と国民負担の抑制を図りながら最大限の導入を促す。

⚫ 国産再生可能エネルギーの普及拡大を図り、技術自給率の向上を図ることは、脱炭素化に加え、我が国の産
業競争力の強化に資するものであり、こうした観点からも次世代再生可能エネルギー技術の開発・社会実装を
進めていく必要がある。

⚫ 再生可能エネルギー導入にあたっては、①地域との共生、②国民負担の抑制、③出力変動への対応、④イノ
ベーションの加速とサプライチェーン構築、⑤使用済太陽光パネルへの対応といった課題がある。

⚫ これらの課題に対して、①事業規律の強化、②FIP制度や入札制度の活用、③地域間連系線の整備・蓄電
池の導入等、④ペロブスカイト太陽電池（2040年までに20GWの導入目標）や、EEZ等での浮体式洋上
風力、国の掘削調査やワンストップでの許認可フォローアップによる地熱発電の導入拡大、次世代型地熱の
社会実装加速化、自治体が主導する中小水力の促進、⑤適切な廃棄・リサイクルが実施される制度整備等
の対応。

⚫ 再生可能エネルギーの主力電源化に当たっては、電力市場への統合に取り組み、系統整備や調整力の確保に
伴う社会全体での統合コストの最小化を図るとともに、次世代にわたり事業継続されるよう、再生可能エネル
ギーの長期安定電源化に取り組む。

６．脱炭素電源の拡大と系統整備
※第７次エネルギー基本計画概要資料から抜粋
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＜原子力＞

⚫ 原子力は、優れた安定供給性、技術自給率を有し、他電源と遜色ないコスト水準で変動も少なく、また、一定
出力で安定的に発電可能等の特長を有する。こうした特性はデータセンターや半導体工場等の新たな需要
ニーズにも合致することも踏まえ、国民からの信頼確保に努め、安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続
的に活用していく。

⚫ 立地地域との共生に向けた政策や国民各層とのコミュニケーションの深化・充実、核燃料サイクル・廃炉・最終
処分といったバックエンドプロセスの加速化を進める。

⚫ 再稼働については、安全性の確保を大前提に、産業界の連携、国が前面に立った理解活動、原子力防災対
策等、再稼働の加速に向け官民を挙げて取り組む。

⚫ 新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・設置については、地域の産業や雇用の維持・発展に
寄与し、地域の理解が得られるものに限り、廃炉を決定した原子力発電所を有する事業者の原子力発電所の
サイト内での次世代革新炉への建て替えを対象として、六ヶ所再処理工場の竣工等のバックエンド問題の進展
も踏まえつつ具体化を進めていく。その他の開発などは、各地域における再稼働状況や理解確保等の進展等、
今後の状況を踏まえて検討していく。

⚫ 次世代革新炉（革新軽水炉・小型軽水炉・高速炉・高温ガス炉・フュージョンエネルギー）の研究開発等を
進めるとともに、サプライチェーン・人材の維持・強化に取り組む。

＜火力＞

⚫ 火力は、温室効果ガスを排出するという課題もある一方、足下の供給の７割を満たす供給力、再エネ等による
出力変動等を補う調整力、系統の安定性を保つ慣性力・同期化力等として、重要な役割を担っている。

⚫ 足下の電力需給も予断を許さない中、火力全体で安定供給に必要な発電容量（kW）を維持・確保しつつ、
非効率な石炭火力を中心に発電量（kWh）を減らしていく。具体的には、トランジション手段としてのLNG火
力の確保、水素・アンモニア、CCUS等を活用した火力の脱炭素化を進めるとともに、予備電源制度等の措置に
ついて不断の検討を行う。

6．脱炭素電源の拡大と系統整備（続き）

＊CCUS：Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage（二酸化炭素回収・有効利用・貯留）

※第７次エネルギー基本計画概要資料から抜粋
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＜次世代電力ネットワークの構築＞

⚫ 電力の安定供給確保と再生可能エネルギーの最大限の活用を実現しつつ、電力の将来需要を見据えタイ
ムリーな電力供給を可能とするため、地域間連系線、地内基幹系統等の増強を着実に進める。更に、蓄電
池やDR等による調整力の確保、系統・需給運用の高度化を進めることで、再生可能エネルギーの変動性へ
の柔軟性も確保する。

6．脱炭素電源の拡大と系統整備（続き）

７．次世代エネルギーの確保/供給体制

８．化石資源の確保/供給体制

⚫ 水素等（アンモニア、合成メタン、合成燃料を含む）は、幅広い分野での活用が期待される、カーボン
ニュートラル実現に向けた鍵となるエネルギーであり、各国でも技術開発支援にとどまらず、資源や適地の獲得
に向けて水素等の製造や設備投資への支援が起こり始めている。こうした中で我が国においても、技術開発に
より競争力を磨くとともに、世界の市場拡大を見据えて先行的な企業の設備投資を促していく。また、バイオ
燃料についても導入を推進していく。

⚫ また、社会実装に向けては、2024年5月に成立した水素社会推進法等に基づき、「価格差に着目した支
援」等によりサプライチェーンの構築を強力に支援し、更なる国内外を含めた低炭素水素等の大規模な供給
と利用に向けては、規制・支援一体的な政策を講じ、コストの低減と利用の拡大を両輪で進めていく。

⚫ 化石燃料は、足下、我が国のエネルギー供給の大宗を担っている。安定供給を確保しつつ現実的なトランジ
ションを進めるべく、資源外交、国内外の資源開発、供給源の多角化、危機管理、サプライチェーンの維
持・強靭化等に取り組む。

⚫ 特に、現実的なトランジションの手段としてLNG火力を活用するため、官民一体で必要なLNGの長期契約を
確保する必要。技術革新が進まず、NDC実現が困難なケースも想定して、LNG必要量を想定。

⚫ また、災害の多い我が国では、可搬かつ貯蔵可能な石油製品やLPガスの安定調達と供給体制確保も「最
後の砦」として重要であり、SSによる供給ネットワークの維持・強化に取り組む。

※第７次エネルギー基本計画概要資料から抜粋
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⚫ CCUSは、電化や水素等を活用した非化石転換では脱炭素化が困難な分野においても脱炭素を実現でき
るため、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の同時実現に不可欠であり、CCS事業への投資を促す支
援制度の検討、コスト低減に向けた技術開発、貯留地開発等に取り組む。

⚫ CDRは、残余排出を相殺する手段として必要であり、環境整備、市場の創出、技術開発の加速に向けて取
り組んでいく。

９．CCUS・CDR

10．重要鉱物の確保

11．エネルギーシステム改革

⚫ 銅やレアメタル等の重要鉱物は、国民生活および経済活動を支える重要な資源であり、DXやGXの進展や、
それに伴い見込まれる電力需要増加の対応にも不可欠である。他方で、鉱種ごとに様々な供給リスクが存
在しており、安定的な供給確保に向けて、備蓄の確保に加え、供給源の多角化等に取り組むとともに国産海
洋鉱物資源の開発にも取り組む。

⚫ システム改革は、安定供給の確保、料金の最大限の抑制、需要家の選択肢や事業者の事業機会の拡大を
狙いとして進めてきており、これまでの取組を検証しながら更なる取組を進める必要がある。

⚫ 特に、電力システム改革について、電力広域融通の仕組みの構築や小売自由化による価格の抑制、事業
機会の創出といった点で、一定の進捗があった一方、DXやGXの進展に伴い電力需要増加が見込まれる
中での供給力の確保や、燃料価格の急騰等による電気料金の高騰といった課題に直面している。

⚫ こうした事態に対応するべく、安定供給を大前提に、価格への影響を抑制しつつGX実現の鍵となる電力シス
テムの脱炭素化を進めるため、①脱炭素電源投資確保に向けた市場や事業環境、資金調達環境の整備、
②電源の効率的活用・大規模需要の立地を見据えた電力ネットワークの構築、③安定的な量・価格での
電力供給に向けた制度整備や規律の確保を進めていく。

＊CDR： Carbon Dioxide Removal（二酸化炭素除去）
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⚫ 世界各国で脱炭素化に向けた動きが加速する一方、ロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の緊迫化など
の地政学リスクの高まりを受けてエネルギー安全保障の確保の重要性が高まっている。

⚫ こうした中で、化石資源に乏しい我が国としては、世界のエネルギー情勢等を注視しつつ、包括的資源外交を
含む二国間・多国間の様々な枠組みを活用した国際協力を通じて、エネルギー安全保障を、経済成長及
び脱炭素と同時実現する形で進めていく。

⚫ 特に、東南アジアは、我が国と同様、電力の大宗を火力に依存し、また経済に占める製造業の役割が大きく、
脱炭素化に向けて共通の課題を抱えている。こうした中で、AZECの枠組みを通じて、各国の事情に応じた
多様な道筋による現実的な形でアジアの脱炭素を進め、世界全体の脱炭素化に貢献していく。

12．国際協力と国際協調

＊AZEC：Asia Zero Emission Community(アジア・ゼロエミッション共同体)

⚫ エネルギーは、日々の生活に密接に関わるものであり、エネルギー政策について、国民一人一人が当事者意
識を持つことが何より重要となる。

⚫ 国民各層の理解促進や双方向のコミュニケーションを充実させていく必要があり、そのためにも政府による情
報開示や透明性を確保していく。特に、審議会等を通じた政策立案のプロセスについて、最大限オープンに
し、透明性を高めていく。

⚫ エネルギーに対する関心を醸成し、国民理解を深めるには、学校教育の現場でエネルギーに関する基礎的な
知識を学習する機会を設けることも重要。また、若者を含む幅広い層とのコミュニケーションを充実させていく。

13．国民各層とのコミュニケーション

※第７次エネルギー基本計画概要資料から抜粋
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【参考】2040年度におけるエネルギー需給の見通し

2023年度
（確報値）

2040年度
（見通し）

エネルギー自給率 15.3% 3～４割程度

発電電力量 9877億kWh
1.1～1.2兆
kWh程度

電源構成
再エネ 22.9％ 4～5割程度

太陽光 9.8％ 23～29％程度

風力 1.1％ 4～8％程度

水力 7.6％ 8～10%程度

地熱 0.3％ 1～2％程度

バイオマス 4.1％ 5～6％程度

原子力 8.5％ ２割程度

火力 68.6％ ３～４割程度

最終エネルギー消費量 3.0億kL 2.6～2.7億kL程度

温室効果ガス削減割合
（2013年度比）

27.1％ 73％

• 2040年度エネルギー需給の見通しは、諸外国における分析手法も参考としながら、様々な不確実性が存在することを
念頭に、複数のシナリオを用いた一定の幅として提示。

（参考）新たなエネルギー需給見通しでは、2040年度73％削減実現に至る場合に加え、実現に至らないシナリオ（61％削減）も参考値として提示。 73％削
減に至る場合の2040年度における天然ガスの一次エネルギー供給量は5300～6100万トン程度だが、61%削減シナリオでは7400万トン程度の見通し。
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WEO2024における世界の電力需要予測

（注） STEPS：Stated Policies Scenario、公表政策シナリオ
（出典）IEA 「World Energy Outlook 2024」を基に経産省作成。

⚫ 昨年10月、IEAは「World Energy Outlook 2024」を公表。世界的なエネルギー危機や特定国へのサプライ
チェーン依存によるリスクの高まりを踏まえて、エネルギー安全保障の不変の重要性を再確認するとともに、不
確実性を強調し、「将来のエネルギー需給の姿に対して単一の見解を持つことは困難」と指摘。

⚫ また、世界の電力需要は、STEPS（注）で2023年から2035年に向けて年率約3％で増加すると予想。電力需要の
主な変動要因として、 ①データセンター需要、②平均気温の上昇、③電気機器の省エネ、④EV需要を挙げている
（①～④の感度分析では、年成長率は約2.7％～3.4％まで変動）。

世界の電力需要予測とSTEPS感度分析（2015年～2035年）

熱波の増加

EV成長の加速

データセンター成長の加速

機器効率向上の鈍化

EV成長の鈍化

データセンター成長の鈍化

機器効率向上

STEPS
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脱炭素電源投資の重要性
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⚫ 半導体工場の新規立地、データセンター需要に伴い、国内の電力需要が約20年ぶりに増加していく見通し。 2050CNに
向けた脱炭素化とあいまって、 大規模な電源投資が必要な時代に突入。これまでの電力システム改革時には必ずしも想
定されていなかった状況変化が生じている。

⚫ 脱炭素電源の供給力を抜本的に強化しなければ、脱炭素時代における電力の安定供給の見通しは不透明に。

⚫ ※電力広域的運営推進機関は、2025年度から30年度にかけて電力需要が年率0.7％程度で増加する見通しを公表
（2025年1月）。

2050

脱炭素電力
(現行需要の3割程度)

今後投資が
必要な

脱炭素電源

約20年ぶりの需要増
に対する電源投資総括原価制度の元で

積極的に電源投資を実施

需要が減少する中で
電力システム改革を実施

2023

再エネ
22.9%

原子力8.5%

火力
68.6%

最終電力消費
(億kWh)

CNのための電源の
脱炭素化投資

8,792億kWh

（出所）総合エネルギー統計

年度

10,613
(2007)

2024.5.13 第11回
GX実行会議 資料１ 一部編集
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水素発電の概要

⚫ 水素を燃料に用いた発電方法は、以下３種類の方法がある。

① ガスタービンの燃料として水素を用いるもの

② 蒸気タービン用のボイラー燃料として水素を用いるもの

③ 燃料電池を用いるもの

出展：水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（第4回会合）配布資料
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「水素社会推進法」の成立等について

⚫ 日本は世界で初めての水素に関する国家戦略（水素基本戦略）を2017年12月に策定。EU、ドイツ、オランダなど25
カ国以上が水素の国家戦略を策定し、水素戦略策定の動きが加速化、水素関連の取組を強化。

⚫ 2023年、６年ぶりに水素基本戦略を改定。技術の確立を主としたものから、商用段階を見据え、産業戦略と保安戦略
を新たに位置づけた。

⚫ 2024年、水素社会推進法が成立。低炭素水素等の導入拡大に向けた規制・支援一体的な制度を講じていくことに。

水素等を巡るこれまでの流れ

導入量及びコストの目標

 年間導入量：発電・産業・運輸などの分野で幅広く利用
現在（約200万t）→ 2030年（最大300万t）※→ 2040年（1200万t程度）※→ 2050年（2000万t程度）

 コスト：長期的には化石燃料と同等程度の水準を実現

2030年（30円/Nm3 * ） → 2050年（20円/Nm3以下）

※水素以外にも直接燃焼を行うアンモニア等の導入量（水素換算）も含む数字。

※ 1Nm3≒0.09kgで換算。
※ Nm3(ノルマルリューベー)：大気圧、０℃の時の体積のことノルマルリューベ

（334円/kg） （222円/kg）
2023年11月のLNG価格とのパリティ：21.6円/Nm3-H2

2022年平均LNG価格とのパリティ：27.7円/Nm3-H2

2022年9月（ウクライナ侵攻後最高値）：38.4円/Nm3-H2

2017年12月
水素基本戦略策定

202４年５月
水素社会推進法
成立

2020年10月
菅総理（当時）
による2050年CN宣言

2021年10月
第６次エネ基
閣議決定

2023年2月
GX実現に向けた
基本方針

2023年6月
水素基本戦略
改定

2025年2月
第７次エネ基
閣議決定

第6次エネルギー基本計画での水素・アンモニアの位置づけ

2030年の電源構成のうち、1％程度を水素・アンモニアとすることを目指す。



水素に係る海外動向

⚫ インフレに伴う開発費の増大や政策の不透明感による水素プロジェクトへの投資の停滞等により、
急激な盛り上がりを見せた水素ブームは緩やかに。

⚫ 一方、欧州を中心に長期間の政府支援は着々と継続。水素関連プロジェクトは、着実に進展。
一時のブームでなく、真剣な事業者は、2030年よりも早い商業運転開始を目指す。

⚫ 数百～千数百億円規模の中小規模の案件組成を進める欧州に対し、兆円規模の強力な支援で、いち早く大規模サプライチェーンのユース
ケースを作り、世界で着実に市場開拓を狙う。

➢ 9億ユーロ(約1,500億円)の予算を確保し、H2Globalによるダブルオークションのうち、

第1回固定価格買取入札を実施。2024年7月、1件のプロジェクトを選定。最大3.97

億ユーロ(約660億円)の支援で2027年からの供給開始を見込む。

➢ 第2回固定価格買取入札を開始 (25年2月)し、ドイツ連邦政府・オランダ政府から25

億ユーロ(約4,100億円)の追加支援を予定。

ドイツ

➢ 水素と既存原燃料との価格差支援(CfD支援)のラウンド１を実施。15年間のCfD支

援総額は23億ポンド(約4,485億円)を見込む。2024年10月に11件のプロジェクトを

採択、うち10件と契約を締結し、最速で2025年から商業運転を開始。

➢ ラウンド２は、2025年4月に27件のショートリストを公表。2025年中の審査完了および

ラウンド３の開始を予定。

イギリス

➢ 欧州水素銀行による第１回入札を実施。10年間で総額7.2億ユーロ(約1,200億

円)の支援を見込む。2024年10月に6件のプロジェクトが助成金契約に締結し、5年以

内(2029年まで)の運転開始を予定。

➢ 第２回入札では、新たに水電解槽の総容量に対して中国からの調達を制限する要件を

追加。2025年2月に申請を締切り、同年11月までに助成金契約の締結を予定。

EU

➢ 世界の水素需要の約3割（2024年の生産・消費規模3,650万トン超え）を占
める、現時点で世界最大の水素消費国。

➢ トラック・バスを中心に燃料電池自動車の販売台数が急増。10年間で累積約9千
台の日本に対し、韓国のペース（年間3千台）も大幅に超えて、中国は2年
間で１万台を超える増加ペース。

➢ グリーン水素・グリーンアンモニアの大規模製造プロジェクトでは、既に稼働を開始
済のものもあり、急激な勢いで社会実装が進行中。

中国

➢ トランプ大統領就任後、米国内のエネルギーを解放し、世界中にシェールガスを輸出
する方針。米国内水素ハブへの資金拠出は一時停止され、米国内のクリーンエネル
ギー普及の動きは失速。

➢ 一方、水素を名指しした批判はないことから、水素・アンモニア政策への影響は限定
的との見方も。

➢ 2025年7月4日に、IRA（インフレ抑制法）改正案が成立。 CCS等の税額控除
は引き続き継続しており、ブルー水素・アンモニアへの影響は僅少。また、水素の生産
税額控除も2027年末までに建設開始すれば適用可能など、グリーン水素・アンモ
ニアへの影響も限定的な見込み。

米国
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大規模水素サプライチェーンの構築
（国費負担額：上限3,211.2億円（うち150億円GX））

⚫ 水素社会の実現に向け、大規模水素サプライチェーン構築と需要創出を一体的に進めることが必要。

⚫ 将来的な国際水素市場の立ち上がりが期待される中、日本は世界に先駆けて液化水素運搬船を建造するなど、技術で世

界をリード。大規模需要の見込める水素発電技術についても我が国が先行。

⚫ そのため、複数の水素キャリア（液化水素、MCH）で①輸送設備の大型化等の技術開発・大規模水素輸送実証を支援す

ることに加え、②水素発電における実機での水素の燃焼安定性に関する実証を一体で進めるなどし、水素の大規模需要

の創出と供給コスト低減の好循環の構築を推進し、供給コストを2030年に30円/N㎥、2050年に20円/N㎥以下（化

石燃料と同等程度）とすることを目指す。

水素発電（混焼・高混焼・専焼）
※複数箇所での実証を想定

液化水素、
MCHの大

規模水素サ
プライ

チェーン

(イメージ)

海
外
に
お
け
る
水
素
製
造

液化プラント
（液化機等）

水素化プラント
（トルエン → MCH）

海上輸送
（ケミカルタンカー）

脱水素プラント*
(MCH → トルエン)

トルエン

海上輸送
（液化水素運搬船）

受入基地
（陸上タンク、ローディングアーム等）

*製油所等、既存設備を最大限活用することを想定

出典先：HySTRA、AHEAD、各社ＨＰより資源エネルギー庁作成



再エネ等由来の電力を活用した水電解による水素製造
（国費負担額：上限1070.5億円（うち349億円GX））

出典先：*写真は福島水素エネルギー研究フィールド（イメージ）

⚫ 日本は世界有数規模の水電解装置を福島に有するものの、開発は欧州勢が先行。市場も再エネが安い欧州等が先に立ち上

がると見込まれている。

⚫ 余剰再エネ等を活用した国内水素製造基盤の確立や、先行する海外の水電解市場獲得を目指すべく、複数のタイプの水電

解装置（アルカリ型、PEM型、SOEC）の大型化やモジュール化、膜等の優れた要素技術の実装、水素利用と一体での

Power-to-X※のシステム実証等を強力に後押しし、装置コストの一層の削減(現在の最大1/6程度)を目指す。

プロセス①
（電力製造）

Power-to-Xのシステム構成

プロセス②*
（水素製造）

大型化・モジュール化等
による装置コスト削減

【プロセス③：水素利用】
熱需要対応、化学品製造プ

ロセス 等

水電解装置の開発と合わせて、ボイラー等の熱関連機器や基礎化学品の製造プロセスとを組み合わせ、
再エネ電源等を活用した熱需要や産業プロセス等の脱炭素化に関するシステム全体を最適化する実証を行う予定

プロセス間の出力の差異を埋めるための貯蔵設備
（蓄電池、水素タンク等）

※再生可能エネルギー由来の電力（Power）で水を電気分解し、製造された水素を化石燃料や原料等（X）の代替のために活用する技術
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燃料アンモニアの位置づけ

⚫ アンモニアは、天然ガスや再生可能エネルギー等から製造することが可能であり、燃焼してもCO₂を排出しないため、
気候変動対策の有効な燃料の一つ。また、アンモニアは、水素キャリアとしても活用でき、水素と比べ、既存インフラ
を活用することで、安価に製造・利用できることが特長。

⚫ グリーン成長戦略に重要分野の１つとして位置づけられ、第7次エネルギー基本計画でも幅広い分野で活用が期待され
るエネルギーとして明記。

日本：利用

天然ガス
石油
石炭

再生可能
エネルギー

海上輸送

電気・熱による
水素製造

アンモニア

H2NH3 

H2

専焼
（アンモニア火力発電）

火力発電への混焼

船舶用燃料

工業炉

燃料電池

液化：常圧－33℃
もしくは8.5気圧
(20℃)

資源豊富な海外：製造

製
造

改質/ガス化

CCUS/
カーボンリサイクル

H2



53

燃料アンモニアの利用

⚫ アンモニアは水素のキャリアとしても活用することができ、そのまま燃料として利用することもできる。

⚫ また、アンモニアの肥料・原料としてのサプライチェーンはすでに構築されており、これまでのノウハウを活用して、
さらにサプライチェーンを拡大することが可能。

⚫ 海外でもアンモニアへの注目は次第に高まってきており、単なる移行期のための技術ではなく、CNの選択肢となりうる。

（出典）JERA、日本郵船、IHI、AGC、NEDO

アンモニア活用実証（例）
【アンモニア燃料内航船・外航船の開発】
体制：日本郵船株式会社

 日本シップヤード株式会社
 株式会社ジャパンエンジンコーポレーション
 株式会社IHI原動機

商業運航予定：2028年度頃

【アンモニア専焼ガスタービンの開発】
体制：株式会社IHI

 国立大学法人東北大学
 国立研究開発法人産業技術総合研究所

商用化予定：2026年度頃*
備考：燃焼時のGHG排出99％超削減達成。
*IHIがGentari Hydrogenとの2026年度中の商用運転
に向けた基本合意を締結

【ガラス溶解炉でのアンモニアバーナー活用実証】
体制：AGC株式会社

 大陽日酸株式会社
 国立研究開発法人産業技術総合研究所
 国立大学法人東北大学

実証期間：2021年度～2025年度

【アンモニア混焼発電実証】
⚫ 我が国独自の技術として、石炭火力発電のバーナーにアンモニアを20％混

焼した際の安定燃焼とNOx排出量の抑制に成功。
⚫ 2021年度からJERA碧南火力発電所実機（100万kW）で20％混焼

の実証試験を実施（４年間）。
⚫ 技術としては、実用化の目処が立っている。
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アンモニア利用の拡大に向けた道筋

⚫ 燃料アンモニアの着実な導入・拡大においては、発電・船舶等における利用面で拡大と、低廉で安定的なサプライチェーン構築・強化

という双方の取組が必要。多面的な政策的支援を実施。

2030年

2050年

現状

➢ 世界全体で消費量は年間２億トン、貿易量は
2000万トン

➢ いずれもグレーアンモニア
➢ サウジでブルーアンモニア製造実証開始

➢ 燃料アンモニア市場の創出
➢ 大規模かつ高効率なアンモニア製造
✓ ハーバー・ボッシュ法に代わるアンモニア合成技術の確立など

➢ 更なるアンモニア供給の拡大、供給価格低減

➢ 燃料用途での利用は無し。
➢ 20％混焼の実機実証済。高混焼・専焼

に向けた技術開発中。

➢ 大規模化・高効率化のため
の技術開発

・外航船：10万トン超
・タンク：10万トン超

➢ 国内需要は300万トン/年
➢ 20％混焼の開始、混焼技術の海外展開

➢ 小規模輸送、貯蔵設備
・外航船：2.5万トン
・タンク：1.5万トン

アンモニア製造 アンモニア輸送・貯蔵 燃料アンモニア利用

➢ 高混焼化の拡大、専焼化の開始
2030～40

年代

➢ ブルーアンモニアの供給拡大（産油・ガス国（ブルー
アンモニア製造国）と連携）
⇒ コスト低減を経て、グリーンアンモニアの供給拡大

（再エネ生産国との連携）
➢ 石炭火力リプレース後の専焼の拡大
➢ 国内需要は3000万トン/年、CO2排出削減

量は6000万トン/年
※ 専焼の場合、10～20基程度

 高混焼の場合、 20～40基程度の試算

➢ 世界需要は5.6億トン/年、CO2排出削減量は
11.2億トン/年

✓ 混焼率向上・専焼に向けた技術開発
（NOx抑制・収熱技術等）

GI基金で
着実に前進
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石炭ボイラにおけるアンモニア高混焼技術（専焼技術含む）の開発・実証

グリーンイノベーション基金事業／燃料アンモニアサプライチェーンの構築プロジェクト

2021年度～2028年度（8年間）

事業期間

事業規模等
※太字：幹事企業

（1）アンモニア高混焼微粉炭バーナおよびアンモニア専焼バーナを開発し、事業用石炭火力発電所においてアンモニア利用の社会実装に向けた技術実証を行
う。

（2）実証試験前のフィジビリティスタディにおける各種検討および実機での実証試験を通じてアンモニア混焼率50%以上の混焼技術を確立し、商用運転の実
施可否を判断する。

事業イメージ

 事業規模:約452億円
 支援規模*：約279億円
*インセンティブ額を含む。今後ステージゲートでの事業進捗などに応じて変更の可能性あり
補助率など：助成1/2、委託 → 1/2助成（インセンティブ率は10%）

株式会社IHI、三菱重工業株式会社、株式会社JERA

実施体制

事業の目的・概要

出典：株式会社JERA

・アンモニア高混焼・専焼バーナに係る技術
開発

・石炭火力アンモニア高混焼実機実証フィー
ジビリティスタディ

・石炭火力アンモニア高混焼実機実証試験
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（参考）アンモニア専焼技術開発動向

出展：HPを参考に作成

⚫ GI基金事業を通して研究開発を行った成果を基に、アンモニア専焼の商用運転や更なる大規模燃焼技術

開発に向けて、各国や海外企業と連携をしながら、取り組みを進めている。

• IHIはGI基金を通して開発した2MWアンモニア専焼技術をさら
に進化させ、大規模燃焼技術の開発を進めている。

• IHIとGE Vernovaは2024年に共同開発契約を締結し、発電用
大型ガスタービンのアンモニア専焼に向けた研究開発を進行中。

• 2025年6月には、大型燃焼試験設備を完工。実用化に向けて着
実に取組を進め、 2030年までの実用化を目指している。

IHI製アンモニア専焼MW級ガスタービン MOC締結式の様子

マレーシアでのアンモニア専焼ガスタービン発電事業

• マレーシアは石炭火力の割合も高く、アンモニア混焼などの発電
の脱炭素化のニーズが見込める。

• IHIとGentariは、IHIがGI基金事業を通して開発したアンモニア
専焼ガスタービン技術を活用し、マレーシアのペトロナスコンビ
ナートにて商用利用を行うMOUを、2023年に締結。

• 燃料全てを脱炭素化する初の実装案件として、2026年度の商用運
転開始を目指している。

※ Gentari（ジェンタリ）マレーシア国営石油ガス企業ペトロナスの子会社

アンモニアガスタービンの大型燃焼試験

IHI相生工場に新設した大型燃焼試験設備
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（参考）石炭火力発電の脱炭素化に向けた取り組み（JERAの例）

⚫ 例えば、JERA碧南火力発電所4号機において、既存の石炭火力発電所含め、脱炭素化の取組を進めてお

り、脱炭素化ロードマップとしてアンモニア混焼・専焼への道筋を提示。

碧南火力発電所4号機の脱炭素化ロードマップ（株式会社JERA 2023年10月）

（出所）電力広域的運営推進機関 脱炭素化ロードマップ
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（参考資料）目次

１．エネルギー基本計画の概要
２．電力産業の概観
３．各技術等の動向

ａ）水素・アンモニア
ｂ）ＣＣＵＳ
ｃ）次世代型太陽電池
ｄ）浮体式洋上風力発電
ｅ）次世代型地熱発電
ｆ）次世代革新炉等

４．日本のエネルギー事情
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（参考）カーボンマネジメント

⚫ 二酸化炭素の除去（CDR：Carbon Dioxide Removal）、回収・利用・貯留（CCUS：Carbon dioxide 

Capture,Utilization and Storage）によってCO2を循環的に利用、削減する取り組み。

多様な利用方法

CCS

CO₂

CO₂

CO₂

CH4

DAC（大気からの直接回収）

C2H4

CaCO3

CC（産業排ガスからの分離回収）

野菜

包装材、容器等
化学製品

肥料

e-メタン
メタノール

合成燃料(e-fuel)
SAF

カーボンリサイクル技術

触媒開発、人工光合成、藻類利用、バイオマス利用、
メタネーション、コンクリート化、植物工場など

CH3OH
バイオものづくり

建材
（コンクリート）

回 収
（CC/BECC/DAC）

直接利用
EOR

CO₂

CC：Carbon Capture
BECC：Bio Energy with Carbon Capture
DAC：Direct Air Capture
EOR：Enhanced Oil Recovery
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CCUS/カーボンリサイクルとは

⚫ CCU・カーボンリサイクル：CO₂を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化によりコンクリート等、人工光合

成等により化学品、メタネーション等により燃料へ再利用し、大気中へのCO₂排出を抑制。

⚫ CCS：工場や発電所等から排出される二酸化炭素を大気放散する前に回収し、地下へ貯留する技術。

排ガス等
貯留

Storage

EOR※1

• 化学吸収/物理吸収/膜分離など
• 直接大気回収（DAC: Direct 

Air Capture）
• CO₂輸送（車両、パイプライン、船

舶など）

CO₂フリー水素製造

• 水電解
• 化石資源改質＋CCSなど

直接利用(溶接、ドライアイス等）

※1 EOR：Enhanced Oil Recovery（石油増進回収法）

基幹物質
• CO、H₂の合成ガス
• メタノール等

熱化学（触媒など）
光化学（光触媒など）
電気化学（電気化学的還元など）
生物を利用した合成（微生物など）
上記の組み合わせ

輸入CO₂フリー水素（褐炭水素など）
各種水素キャリア
液化水素、MCH、アンモニアなど

国内余剰再生可能エネルギー

共
通
技
術

基
盤
物
質

• 含酸素化合物（ポリカーボネート、ウレタンなど）
• バイオマス由来化学品
• 汎用物質（オレフィン、BTXなど）

• コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物など鉱物

燃料

• ネガティブ・エミッション（BECCS、ブルーカーボン/マリンバイオマス、
植物利用、風化促進など）

その他

輸送
分離回収
Capture

排ガスをそのまま利用

排ガスからCO₂
を分離回収

化学品

利用
Utilization

※2 SAF:Sustainable aviation fuel ※3 MTG:Methanol to Gasoline

• 液体燃料①（合成燃料（e-fuel・SAF※2 ）
• 液体燃料②（微細藻類バイオ燃料：SAF・ディーゼル）
• 液体燃料③（バイオ燃料（微細藻類由来を除く）：MTG※3、

エタノールなど）
• ガス燃料（メタン、プロパン、ジメチルエーテル）
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CO2分離回収に関する技術開発

⚫ CCSの最初の工程となるCO2分離回収のコストは、排出ガスに含まれるCO2の濃度や圧力などによって異なり、排出ガスの性状に応
じて最適な分離回収方法を用いる必要があり、技術開発を支援。

⚫ 商業化で先行している化学吸収法と比較して、さらなるコスト低減を目指し、物理吸収法や固体吸収法など、新たな回収方法の実
証試験を実施中。

⚫ 今後の課題として、大規模回収によるシステムの信頼性向上や吸収材等の耐久性確保による更なる低コスト化を追求していく必要
がある。また、中小規模の排出設備に対する回収設備の最適化も検討が必要。

分離回収
技術

技術概要

化学
吸収法

• CO₂と液体との化学反応を利用し
て分離回収する方法。

物理
吸収法

• 圧力差を利用し、CO₂を液体中に
溶解させて分離回収する方法。吸
収能は液体に対するCO₂の溶解度
に依存。

固体
吸収法

• 固体吸収材によるCO₂分離回収
技術。

• アミン等を含浸させた多孔質材（低
温分離用）や、CO₂吸収能のある
固体剤（高温分離用）に吸収さ
せる。

膜分離法
• 分離機能を持つ薄膜を利用し、そ
の透過性・選択性を利用して混合
ガスの中からCO₂を分離する方法。

主なCO2分離回収方法

大崎クールジェン：IGCC（物理吸収法）
⚫ 高圧で高濃度のCO₂を含む排出ガスを分離回収することで、

商用機レベルで分離回収コスト2,000円台/ｔ-CO₂を目
指す。

⚫ ブルー水素製造時の効率的なCO₂回収にもつながる技術。
⚫ 課題は、稼働状況に応じたシステムの最適化と長期連続試

験による信頼性向上。

舞鶴火力発電所（固体吸収法）
⚫ 2024年3月に実証試験を開始。固体吸収法の技術確立

及び商用機レベルでの分離回収コスト2,000円台/ｔ-CO₂
を目指す。

⚫ 最適な吸収材の開発等を進めることで、LNG火力にも適用
可能性がある技術。

⚫ 課題は、長期試験による信頼性向上と吸収材の耐久性確
保。

現在商業化されている化学吸収法による分離回収コスト
4,000円台/ｔ-CO₂
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CO2分離回収技術の特徴と技術課題（化学吸収法）

⚫ 実績も豊富で大量のCO2分離回収に向く一方で、吸収したCO2を回収するための熱エネルギーが大きいことが課題で

あり、新たな固体吸収剤等の開発が必要。

アミン吸収法の商用例

・世界最大の石炭火力排ガス処理プラント
(4776t/d)

・独自のアミン吸収液 KS-1TM

・蒸気/電気統合による省エネ設計

三菱重工エンジニアリング Petra Nova

新規アミン吸収材の開発例

・水の蒸発潜熱/顕熱をカットする新規固体吸収材
・分子設計したアミンと多孔材料の新規複合剤

RITE 固体吸収剤

出典：三菱重工技報 Vol.55

出典：RITE CO2回収技術高度化事業ホームページ

（出所）産業構造審議会 グリーンイノベーションプロジェクト部会 エネルギー構造転換分野ワーキンググループ（第6回会合）配布資料
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CO2分離回収技術の特徴と技術課題（物理吸着法）

⚫ 分離回収エネルギーが相対的に小さく、コンパクトな設計が可能であるという特徴があるが、吸着剤によっては水分

の吸着阻害や寿命が短いことが課題。化学安定性が高く、低圧・低濃度でも吸収量が大きい新規吸着剤の開発が必要。

高炉排ガスへの実証例

・CO2回収原単位129.7 kWh/t-CO2達成
・化学吸収法との組み合わせにより、高濃度CO2排ガスに対
して2000円/t-CO2達成に目処。

住友精化/JFE COURSE50 (2012)

新規吸着材の開発例

・イソニコチン酸を補助配位子とする新たな分子設計により、
新規なCO2吸蔵材料を開発。

日本曹達/立教大学 (2020) 

出典：NEDO COURSE50成果報告書

出典：立教大学プレスリリース (2020）

（出所）産業構造審議会 グリーンイノベーションプロジェクト部会 エネルギー構造転換分野ワーキンググループ（第6回会合）配布資料
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CO2分離回収技術の特徴と技術課題（膜分離法）

⚫ CO2の選択的分離が可能であり、設備が簡易であるが、分離性能や安定性の向上が課題。微量不純物に対する安定性

や分離性能に優れる新規分離膜の開発が必要。

ゼオライト分離膜

・世界最大級のセラミックス製分離膜
・北米で随伴ガス実証開始(2019)

日本ガイシ／日揮

炭素系分離膜

・世界初の多孔質炭素繊維利用
・CO2分離層との複合化

東レ

高分子分離膜

・CO2を選択的に透過する
“分子ゲート機能”実現

住友化学/RITE

出典：日本ガイシプレスリリース資料 (2019) 出典：東レプレスリリース資料 (2021) 出典：RITE 革新的CO2分離回収技術シンポジウム資料 (2020)

（出所）産業構造審議会 グリーンイノベーションプロジェクト部会 エネルギー構造転換分野ワーキンググループ（第6回会合）配布資料
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CO2分離回収技術の特徴と技術課題（その他方法）

⚫ 前述の技術方式以外にも、有望な技術方式が存在。こういった技術活用の可能性も排除せず、幅広い技術を開発対象

の候補とした上で、用途に応じて最適な技術を選択し、 CO2分離回収コストを下げていくことが重要。

ハイブリッド法

・LNG冷熱によりCO2を固化し、減圧を得る。減圧ポンプ動力
不要となりCO2回収エネルギーが低減。

東邦ガス／名古屋大学(2021)

・膜分離(CO2荒取り)と、物理吸着法(高濃縮)の
併用により、CO2回収エネルギーが低減。

中国電力出典：東邦ガスプレスリリース資料 (2021) 出典：中部電力技術開発ライブラリー58号

電気透析法

・イオン交換膜を用いた電気透析法によりCO2を分離。イオン交
換膜のイオン抵抗の低減によりCO2回収エネルギー低減が期待。

出典：SCEJ 42nd Autumn Meeting 資料成蹊大学／東京大学

電気スイング法

・導電ポリマーを被覆した電極のON/OFFによりCO2を
吸着/分離する。

MIT (2019) 出典：Energy Environ. Sci誌., （2019年）, 12, 3530--3547

冷熱利用

（出所）産業構造審議会 グリーンイノベーションプロジェクト部会 エネルギー構造転換分野ワーキンググループ（第6回会合）配布資料
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カーボンリサイクルを拡大していく絵姿

⚫ 水素の調達環境や技術成熟度等を踏まえつつ、各製品分野における可能な限り早期の技術確立、低コスト化、普及を

目指し、技術開発や実証を進める。

※市場投入や海外展開を見据え、CO₂削減効果（環境価値）についてLCA等の観点を含め、意識することが重要。

LCA：Life Cycle Assessment（ライフサイクルアセスメント）

（出典）「カーボンリサイクルロードマップ」（2023年6月策定）に資源エネルギー庁一部加筆
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グリーンイノベーション基金を活用したカーボンリサイクル技術開発

⚫ グリーンイノベーション基金を活用し、コンクリート等製造、燃料製造、プラスチック原料製造、バイオものづくり、

CO₂分離回収の５プロジェクトを組成。予算規模は合計で約5,327億円※。

コンクリート製造技術※

• CO₂削減量の最大化・用途拡大・
低コスト化が課題。
→ CO₂排出削減・固定量最大化

コンクリートの開発

セメント製造※

• 石灰石からセメントを製造する工程
でCO₂が必然的に発生。
→ 石灰石由来のCO₂を全量近く

回収する、セメント製造プロセス
を開発

持続可能な航空燃料
（SAF:Sustainable Aviation Fuel）
• 国際航空輸送分野でのSAFの活用は必要不可欠。
→ SAFの製造技術（ATJ）を開発、製造コスト

100円台/Lを目指す。

合成燃料
• 電化が困難なモビリティ等の脱炭素化には、合成燃
料の社会実装がカギ。
→ 製造プロセス全体のさらなる高効率化等

合成メタン
• ガス体エネルギーの脱炭素化が課題
→ 高効率なメタン合成（水電解反応とメタン合

成反応の一体化）

グリーンLPG
• 非化石燃料由来のLPガス合成技術の確立が必須。
→ グリーンなLPガス生成の基盤技術となる触媒

や合成方法等

• 分離回収に必要なエネルギーコストの低減が課題。

→ 分離素材の革新により、低コスト化、国際競争力の強化を図る。

• 化学産業からのCO₂排出の約半分は、ナフサ分解プロ
セス（エチレン、プロピレン等の基礎化学品製造）。
→ グリーン水素とCO₂からの化学品製造技術（人工

光合成）、熱源のカーボンフリー化によるナフサ分
解炉技術等を開発

• ゲノム改変技術とデジタルとの融合により、製品が拡大。
→ 微生物設計プラットフォーム技術の高度化、微生

物の開発・改良および微生物等による製造技術の
開発・実証等（CO₂を直接原料とする水素細菌な
どによるバイオものづくり）

新規アミン吸収剤の開発例
必要ｴﾈﾙｷﾞｰ

約1/3を実現

CO2を吸収する混和材

※実施事業者を採択済：1.（2022/1/28）; 2.（2022/4/19）; 3.（2022/2/18）; 4.（2023/3/22）; 5.（2022/5/13）

1. コンクリート/セメント※ 2. カーボンリサイクル燃料※ 3. 化学産業※

4. バイオものづくり※

光触媒パネルの大規模実証

5. CO₂分離回収技術※

※国費負担上限額（2025年11月時点）
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カーボンリサイクル実証研究拠点について

⚫ 2019年、広島県大崎上島町に複数の企業や大学などの活動拠点を整備。大崎クールジェンプロジェクトで回収した
CO₂を利用しつつ、カーボンリサイクルの要素技術開発や実証研究を、ひとつの場所で集中的・横断的に実施する
ことにより、当該分野のイノベーション・実用化を加速。

⚫ 現在、 微細藻類由来SAF、 CO₂有効利用コンクリート、パワー半導体の材料になる炭化ケイ素の開発など、拠点内
で10プロジェクトが稼働。

https://osakikamijima-carbon-recycling.nedo.go.jp/

藻類研究エリア
(1事業)

基礎研究エリア
(６事業)

実証研究エリア
(3事業)

広島で開催されたカーボンリサイクル産学官国際
会議（2023年9月）やIEATCP（ICSC・
GHG）主催のカーボンマネジメントワークショップ
（2025年3月）に合わせて、海外のCCUS事業
者等が訪問。入居事業者と意見交換を実施。

海外CCUS拠点との連携

CR人材の育成を目的として、NEDO事業の一環
で広島大学が「カーボンリサイクル特別講座」を開
設。講座の一環としてCR拠点の視察、意見交換
を実施。

広島大学による人材育成プログラムとの連携

事業スケジュール ‘20 ‘21 ‘22 ‘23 ‘24 ‘ 2 5 ’ 2 6 ‘ 2 7 ‘ 2 8 ‘ 2 9 ‘ 3 0 ’ 3 1 以 降

カーボンリサイクル実証研究拠点

大崎クールジェンPJ(参考)

拠点の整備 拠点の運営、基礎・実証研究

CO2分離回収付IGCC技術等の確立

CO₂供給

商用化へ（松島火力のレトロフィット）

CO₂供給源の要確保

https://osakikamijima-carbon-recycling.nedo.go.jp/
https://osakikamijima-carbon-recycling.nedo.go.jp/
https://osakikamijima-carbon-recycling.nedo.go.jp/
https://osakikamijima-carbon-recycling.nedo.go.jp/
https://osakikamijima-carbon-recycling.nedo.go.jp/
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カーボンリサイクル実証研究拠点における技術開発事例

Gas-to-Lipidsバイオプロセス実用化開発

⚫ CO2(Gas)からDHA，アスタキサンチン、スク
ワレンなどの高付加価値脂質 (Lipids)を生
産する『Gas-to-Lipidsバイオプロセス』につ
いて、本技術の経済性改善とさらなる物質変
換効率の向上を目指す。

（実施者：中国電力等）

海水を用いた有価物併産カーボンリサイク
ル技術実証と応用製品の研究開発

⚫ 海水中に含まれるマグネシウムにCO₂を固定
することで、コンクリートや建築材への適用を
目指し、製造方法等を行う。あわせて経済性
の評価を実施。

（実施者：ササクラ等）

微細藻類の担持体培養技術とバイオマス製
品化の研究開発

⚫新規培養技術である担持体培養による産業
利用に向けた技術開発及び生産バイオマス
利活用の観点から以下の研究開発に取り
組む。（日本製鉄、IMAT）

藻類研究エリア

実証研究エリア

実証研究エリア
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アンモニア及びプラズマを利用する先導的
カーボンリサイクルシステムの研究開発

⚫ プラズマを利用してCO2を高効率分解して化
成品製造等に用いられるCOの製造、加えて
未反応CO2とアンモニアを反応させてメタネー
ション原料等に利用するシステムの確立を目
指す。（実施者：岐阜大学等）

シリコン系廃棄物高度資源化技術による
カーボンリサイクル型SiC合成の研究開発

⚫ 太陽光パネルの廃棄工程やSi半導体製造
工程で発生するシリコン系廃棄物をCO2を
活用し、再資源化することで、カーボンニュー
トラル社会および循環経済の実現を目指す。
（実施者：東北大学等）

カーボンリサイクルLPG製造の研究開発

⚫CO2と水素を原料としたカーボンリサイ
クルLPG製造に係る触媒の改良や量産化
技術の開発を行うことで、カーボンリサ
イクルLPG製造技術の確立を目指す。
（実施者：ENEOSグローブ）

基礎研究エリア

基礎研究エリア

基礎研究エリア

カーボンリサイクル実証研究拠点における技術開発事例
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産業間連携事業の方向性

⚫ カーボンリサイクルの社会実装を進めるためには、CO₂排出者と利用者を連携させる産業間連携、すなわちCO₂等の
サプライチェーン構築が必要。産業間連携などを通じて、CO₂の流通規模を大きくすることで、将来的なコスト低減
も期待。また、CO₂削減効果の最大化や新たな産業育成による地域活性化にも繋がる可能性もある。 

⚫ カーボンリサイクルロードマップにおいても、既に大規模産業集積型やオンサイト型は具体的な取組が行われている
ことから、中小企業分散型について深掘りしていく必要性に言及。

NEDO交付金事業において実現可能性調査 GI基金において対応今後の検討対象へ
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CCSバリューチェーンにおける我が国企業の強み

⚫ 我が国は、CCSバリューチェーンについて、CO2の分離・回収、輸送、貯留の各分野において技術的な優位性を有
するとともに、分離・回収から貯留まで一貫したCCSシステムを構築可能。

⚫ 世界のCCS市場は、2030年以降に飛躍的な拡大が見込まれることを踏まえ、2023年度調査では、特に設備技術を
中心に、CCSバリューチェーンを要素技術に分解した上で、我が国企業が有する有望技術や市場獲得の可能性につ
いて調査・分析を実施。

世界シェアの7割以上の
CO2回収実績

➢ NEDO事業で研究開発・実証中の低温・低圧による液化CO2輸送船は、
実用化されれば世界初の技術であり、更なる大型船の実現に向けて大き
な前進となり、国内外からの需要が見込まれる。

➢ 世界の造船における我が国のシェアは近年20%程度で推移しており、液化
CO2輸送船のカーゴタンクの安全弁などの舶用機器の製造について、従
来より国内企業に優位性がある。

➢ CO2パイプラインについては、国内企業においてこれまで高強度の鋼管を
製造・輸出してきた実績を有している。

➢ CO2貯留に用いる耐CO2鋼管（ケーシングパイプ・チュービングパイプ）
について、国外プロジェクトでの採用実績があるなど、国内企業が製造・供
給実績があり、優位性を有する。

➢ モニタリング技術について、光ファイバー計測の技術開発、地震計の製造技
術や計測技術などの面で国内企業が優位性を有する。

➢ すでに技術確立されている化学吸収法による分離・回収プラントは、三菱
重工が世界シェアの7割以上の商用実績を有する。また、国内では省エネ
ルギー型CO2回収装置がすでに商用稼働している。

➢ 固体吸収法や膜分離法は、各国で技術開発が進められているが、固体吸
収法のエネルギー消費量、膜分離法の選択性などの観点で、我が国の技
術は優位性を有する。

➢ CO2コンプレッサー（圧縮機）は、成熟技術であり国内外に多くのプレイ
ヤーが存在するが、国内企業も世界各地で多数の導入実績を有する。

分離・回収

固体吸収法の
研究開発

世界各地のプラントで
コンプレッサーの導入実績

輸送（船舶・導管）

貯留・モニタリング

低温・低圧による
液化CO2輸送船の開発

Northern Lightsでの
液化CO2輸送船運航

耐CO2鋼管の
製造・供給実績

省エネルギー型吸収液の実用化
膜分離法の研究開発
光ファイバー計測の技術開発

液化CO2輸送船で
世界シェア10割の
安全弁供給実績
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４．日本のエネルギー事情
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次世代型太陽電池への期待

⚫ 2030年のエネルギーミックス、2050年のカーボンニュートラルの実現に向け、地域との共生が図られた形で、太陽

光発電の導入拡大を進める必要。その際、建物の壁面や、耐荷重性の低い屋根など、これまで導入が困難であった場

所にも導入可能となる次世代型太陽光電池であるペロブスカイト太陽電池の活用が期待される。

⚫ 主な原材料のヨウ素は、日本は世界第２位の産出量（シェア30％）。原材料を含め強靭なサプライチェーン構築を

通じエネルギーの安定供給にも資することが期待される。

【ペロブスカイト太陽電池イメージ】

出典：積水化学工業（株）

（出所）
（株）合同資源HP

（千葉県でヨウ素の原料のかん水をくみ上げ、製造している様子）

出典：（株）エネコートテクノロジーズ

出典：（株）カネカ

出典：（株）東芝

出典：（株）アイシン

【ヨウ素の国際シェア】
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「次世代型太陽電池戦略」の概要

⚫ 太陽電池産業を巡る過去の反省も踏まえ、官民が連携し、世界に引けを取らない「規模」と「スピード」で、量産技術の確立・生産
体制整備・需要創出を三位一体で進める。

⚫ 官民協議会において、「次世代型太陽電池戦略」として取りまとめ、その内容について2025年２月に閣議決定した「第７次エネル
ギー基本計画」に盛り込んだところ。

生産体制整備 需要創出 量産技術の確立

産業競争力の実現 海外展開

✓国際標準策定での連携が見込める高度研究機関を有する
国（米・独・伊・豪など）や早期に市場立ち上げが期待できる
国から順次展開。

✓次世代型太陽電池の信頼性評価等に関する国際標準の早
期策定。

✓同志国とともに価格によらない要素（脱炭素、安定供給、資
源循環等）を適切に反映していく仕組みを構築。

✓2040年には約20GW導入を目指す。

✓先行的に導入に取り組む重点分野（施工
の横展開可能、追加的導入、自家消費率高）

へ2025年度から導入補助により投資予
見性の確保。

✓政府機関・地方自治体や環境価値を重
視する民間企業が初期需要を牽引。

✓サプライチェーンの中で特に重要なものは、国内で強靱な生産
体制を確立、世界への展開を念頭に様々な主体を巻き込む。

✓特許とブラックボックス化した全体の製造プロセスを最適に組
み合わせ、サプライチェーン全体で、製造装置を含め技術・人
材の両面から戦略的に知的財産を管理。

✓フィルム型は、製造～リサイクルまでのライフサイクル全体で
の付加価値を競争力につなげる。

✓GI基金を活用し、2025年20円
/kWh、2030年14円/kWhが
可能となる技術を確立。2040年に
自立化可能な発電コスト10円（※） 

～14円/kWh以下の水準を目指す。
（※）研究開発の進展等により大幅なコスト低減をする場合

✓既存シリコン太陽電池のリプレース需
要を視野に入れ、タンデム型の開発
を加速。

✓GXサプライチェーン構築支援補助金
も活用し、2030年までの早期に
GW級の生産体制構築を目指す。

✓早期に国内市場の立ち上げ（一部
事業者は今年度から事業化開始予
定）。

✓様々な設置形態に関する実証を進め、
施工方法を確立。ガイドライン策定も
検討着手。

※政策の前提となる状況（海外・技術開発等）を絶えずモニタリング、随時柔軟に政策のあり方を見直す
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（参考）次世代型太陽電池戦略の進め方（イメージ）

中期（2030年～） 長期（2040年～）

生産体制 ～数百MW/年 約１GW/年～数GW/年 数GW/年～

価格 20円/kWh～14円/kWh
自立化水準

10円/kWh※～14円/kWh以下
※研究開発の進展等により大幅なコスト低減をする場合

既存シリコン太陽電池より
高価格となることが想定

導入見込み
✓ 当初から海外展開を視野

に入れ、国内市場から立
ち上げる

✓ 国内市場に広く展開

✓ 導入が見込まれる海外市場
から優先し展開

✓ 国内・海外市場に広く展開
国内：20GW程度
海外：500GW～

③需要創出

✓ 重点分野を特定しつつ、
既存太陽電池との値差等
に着目した導入支援
(2025年度から開始)

✓ 多様な設置場所への導入
拡大支援

✓ 2030年までの早期にGW級の生産体制を目指した投資支援、強
靱なサプライチェーン構築に向けた関係事業者の投資支援

（2024年9月から公募を開始、2024年12月に採択公表済み）

✓ 2025年20円/kWh、2030年14円/kWhの技術確立に向けGI基金に
よる支援を継続。タンデム型の実現に向け研究開発支援

✓ GI基金による社会実装の実証（2024年9月に第一弾、2025年9月
に第二弾の採択公表済）

自立化

導入に向け
た環境整備

✓ 国際標準化の検討

✓ 設置施工に関する実証の実施

✓ 廃棄リサイクルの技術開発・システム検討

①量産技術
の確立

②生産体制
整備

短期（2025年～）
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①量産体制の構築について

⚫ フィルム型・ガラス型ペロブスカイト太陽電池については、2025年度までに20円/kWh、2030年度までに14円

/kWhが可能となる技術確立を目指す。

⚫ 様々な設置形態での社会実装を念頭に置いたユーザーと連携した実証を進める。（2024年3月に公募開始し、同年9

月に第一弾、2025年9月に第二弾採択済。）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

【研究開発内容①】
次世代型太陽電池
基盤技術開発事業

【研究開発内容②】
次世代型単接合太陽
電池実用化事業

【研究開発内容③】
次世代型単接合太陽
電池実証事業

【研究開発内容④】
次世代型タンデム太
陽電池量産技術実証
事業

１）製造技術の確立

２）製品の大型プロトタイプ開発（TRL：5）

※太陽電池の性能を満たす技術の確立

１）最終プロトタイプ開発（TRL：６）

※最終製品として性能を含む仕様を満たす技術の確立

２）実証試験（TRL：７）

※最終製品として性能・仕様を実証的に立証

１）製造技術の確立
※太陽電池の性能を満たす技術の確立

２）製品化を想定した最終プロトタイプ開発（TRL：６）
※最終製品として性能を含む仕様を満たす技術の確立

３）実証試験（TRL：７）
※最終製品として性能・仕様を実証的に立証

１）開発環境・評価設備整備
２）新材料等の共通基盤開発
３）評価・分析体制の構築
４）国際標準の推進（2024年度から追加）

５）タンデム化技術開発

※2025年9月にタンデム型を支援対象として追加することを決定
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（参考）グリーンイノベーション基金での採択事業者について
⚫ 2025年4月より公募を行った実証事業では、エネコートテクノロジーズ、パナソニック ホールディングス、リコー

の3社を採択。3社は、2030年度に年間製造能力300MW（ガラス型の建材一体型は200MW）以上の量産体制の構

築を進める事業構想を有している。

⚫ 2024年9月に採択された積水化学工業に加えて、各社の独自技術を活かして、2030年に14円/kWhを可能とする技

術の確立を目指していく。

注：フィールド実証事業（研究開発内容③）については、上記三社以外に、積水化学工業株式会社・東京電力ホHD株式会社が2024年9月に採択済

エネコートテクノロジーズ

パナソニック ホールディングス

ガラス型ペロブスカイト太陽電池の量産技術開発とフィールド実証
意匠性・性能を兼ね備えた建材一体型のガラス型ペロブスカイト太陽電池の開発・実証
委託先：AGC株式会社、パナソニック環境エンジニアリング株式会社

設置自由度の高いペロブスカイト太陽電池の社会実装に向けた量産技術開発と実証
多様なプレイヤーとの実証・研究開発を通して、フィルム型ペロブスカイト太陽電池の量産化・低コスト化を目指す。
委託先：日揮、KDDI、豊田合成、YKK AP、京都大学、青山学院大学 （設置施工・研究開発 等）
協力先（※助成を受けない）：トヨタ自動車、INPEX、サンケイビル、MOL PLUS(商船三井CVC)

出典：(株)エネコートテクノロジーズ提供資料

出典：パナソニック HD(株)HP

リコー

インクジェット印刷ペロブスカイト太陽電池生産技術開発および
社会実装に向けた設置施工技術・電装技術開発

有機半導体技術とインクジェット技術を応用し、全機能層インクジェット印刷によるロール・トゥー・ロールでのペロブスカイト
太陽電池の製造
連携先：大和ハウス工業株式会社（施工技術開発）

NTTアノードエナジー株式会社（電装設計技術開発）出典：(株)リコー提供資料
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②生産体制の構築

⚫ ペロブスカイト太陽電池について、2030年を待たずにGW級の量産体制構築を目指す。次世代型太陽電池の導入拡

大と産業競争力の強化に真に資するものに支援対象を重点化し、強力に投資促進していく。

⚫ 積水化学工業では、新会社を設立の上で、5年間で3145億円の投資を行い、GW級のライン構築を目指していく。

大阪府堺市にて、2027年度には、100MW級の製造ラインが稼働予定。

⚫ 引き続き、ペロブスカイト太陽電池に関するサプライチェーン全体の強靱化を進め、GX実現に向けた投資を促進し

ていく。

＜積水化学工業＞

出所：積水化学HP

100MWの生産ライン新設を決定。
2030年まで追加投資を行いGW級のライン構築を目指す。

ロールtoロールでの生産
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③需要の創出 ～導入初期における重点分野～

⚫ 今年度より一部企業にて事業化が開始し、導入補助を開始するところ、導入初期段階における需要家の支援において

は、導入拡大と生産体制整備に向けた予見性確保の観点から、フィルム型 ペロブスカイト太陽電池の導入に係る重

点分野を以下のとおり設定していく。

①設置場所
○追加性：設置場所の耐荷重が10kg/㎡以下相当の屋根等

※優先すべき社会実装モデルとしては、屋根を想定。

ここでの耐荷重とは、屋根自体の積載荷重ではなく、既存の設置物
等を考慮した上で太陽電池を設置する上での差分の耐荷重を指す。

②導入主体等
（Ａ）地域防災計画に位置づけられた避難施設や業務継続計画

に位置づけられている施設 または
（B）温室効果ガス排出削減に向けた目標と計画を提出し、サプラ

イチェーンの脱炭素に取り組む主体

③施工面
○需要地と近接し、一定以上の自家消費率があること
○現時点で一カ所当たりの導入容量が一定以上

※条件の定量部分は、必要に応じて柔軟に見直していく。

基本的な考え方 特に重点を置いて設置を進める考え方

今後３年間（2028年度まで目処）に、同一主体が
累計で一定以上の設置を計画していること

公共インフラ空間への設置
（例：道路、空港、港湾等）

設置場所の耐荷重が6kg/㎡以下で耐火性の観点や
固定において、特別な施工を要しない屋根
（例：金属屋根）

（注）ペロブスカイト太陽電池の変換効率・信頼性、モジュール重量等の要件は別途設定
（製品管理の信頼性や供給の安定性にも留意）



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業

2050年カーボンニュートラルの実現や2030年度の温室効果ガス削減目標の達成に貢献するため、軽量・柔軟などの特徴を有するペロブスカイト太陽電池の国内

市場立ち上げに向けた導入支援をすることで、導入初期におけるコスト低減と継続的な需要拡大に資する社会実装モデルを創出し、民間企業や地域の脱炭素化を

進めるとともに、産業競争力強化やGX市場創造を図る。

（経済産業省・国土交通省連携事業）

【令和８年度要求額 5,000百万円（5,020百万円）】

ペロブスカイト太陽電池の国内市場立ち上げに向け、社会実装モデルの創出に貢献する自治体・民間企業を支援します。

事業イメージ

間接補助事業（計画策定：定額、設備等導入：2/3、3/4）

地方公共団体、民間事業者・団体等■補助対象

令和７年度～

環境省 大臣官房 地域脱炭素推進審議官グループ 地域脱炭素事業推進課 電話：03-5521-8233

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課 電話：03-3501-4031

ペロブスカイト太陽電池は、これまで太陽電池が設置困難であった場所やインフラ施設等にも設

置が可能であり、主な原材料であるヨウ素は、我が国が世界シェアの約30%を占めるなど、再エネ

導入拡大や強靱なエネルギー供給構造の実現にもつながる次世代技術である。本事業では、ペロブ

スカイト太陽電池の導入初期における発電コスト低減のため、ペロブスカイト太陽電池の将来の普

及フェーズも見据えて、拡張性が高い設置場所へのペロブスカイト太陽電池導入を支援する。

①事前調査・計画策定

ペロブスカイト太陽電池の導入に向けた事前調査（建物耐荷重の調査や現地確認）や、事前調査

を踏まえた構造物単位での導入計画策定を支援する。

②設備等導入

従来型の太陽電池では設置が難しかった建物屋根・窓等・インフラ空間における建物屋根等への、

性能基準を満たすフィルム型・ガラス型ペロブスカイト太陽電池の導入を支援する。

＜主な要件＞

・同種の屋根等がある建物への施工の横展開性が高いこと

・導入規模の下限、補助上限価格

・施工・導入後の運用に関するデータの提出 等

体育館・アーチ屋根 バスシェルター

ペロブスカイト太陽電池の導入イメージ

出典：積水化学工業株式会社
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全国に広がるペロブスカイト太陽電池導入の取組

⚫ ペロブスカイト太陽電池の導入支援を本年９月4日から開始。これを受けて、官民協議会に参加する自治体（全172

自治体）や民間企業において導入の動きを具体化させていく。

⚫ 東京都でも、2040年に約２GWの導入目標に向けたロードマップを策定し、独自の支援策を今年度から実施する予

定。他の大都市における横展開を促していく。

⚫ 東京都を含む5自治体では、GW級の導入目標の策定や大規模実証など先進的な取り組みが進むほか、20自治体で次

世代型太陽電池の導入に関わる予算措置等の取り組みが進んでいる。

GW級導入目標や大規模実証など行う自治体（5自治体）

次世代型太陽電池の導入に関する支援制度・取組を行う自治体（20自治体）

（2025年5月時点）

東京都
○都内導入目標を公表

・2035年：約１GW
・2040年：約２GW

○民間事業者への導入支援
（10/10補助）を実施予定

愛知県
○愛知県、アイシン、トヨタ等からなる
「あいちPSC推進協議会」を設立
○ペロブスカイト太陽電池の導入目標量を検討

福島県
○Jビレッジ、あずま

総合運動公園、県
立博物館の県内３
カ所で実証を開始

大阪府
○万博会場のバスターミナルに世界最大級
のペロブスカイト（約250m）を設置。

○今後の生産拠点を抱える堺市では、ペロブス
カイト太陽電池の工場を対象とした税制優遇
措置を実施

Jビレッジでの実証（福島県楢葉町）
福岡県福岡市
○みずほPayPayドーム福岡への設置
○民間事業者への導入補助を措置
○軽量性を活かした実証を開始

内幸町一丁目街区南地区第一種市街地
再開発事業完成イメージ

みずほPayPayドーム 
写真提供：福岡市
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洋上風力発電導入の意義

⚫ 洋上風力発電は、①導入拡大のポテンシャル、②将来的なコスト低減、③経済波及効果が期待され、再エネの主力電

源化に向けた切り札と位置付けられている。

○欧州では、洋上風力発電の大量導入が先

行し、域内で風車製造のサプライチェーンが形

成。需要地に近い工場立地により輸送コス

トを抑えつつ、風車の大規模化や量産投資

を行うことにより、コスト低減が進展。

○日本においても、今後、国内サプライチェーン

を整備することで、同様の展開が期待される。

○洋上風力発電設備は、部品数が多く

（数万点）、また、事業規模も大きい

ことから、関連産業への波及効果が大

きく、地域活性化にも寄与。

○欧州を中心に世界で導入が進展。

○日本においても、開発適地が減少してい

る陸上風力に比べ、洋上風力は、国土

が四方を海に囲まれ、領海・EEZは世

界第6位の面積を誇ることを踏まえれば、

導入拡大のポテンシャルは高い。

我が国の排他的経済水域（EEZ）

平均LCOEの推移

タワーブレード ナセル

欧州の港湾都市の事例（デンマーク・エスビアウ港）

・建設・運転・保守等の地域との結びつきの強い産
業も多いため、地域活性化に寄与。

・エスビアウ港には約200の企業が集積し、洋上風
力とOil ＆ Gas産業等を合わせて約10,000人
の雇用を創出。

出所) IRENA, Renewable power generation costs in 2014, 2018-2024 より 
三菱総合研究所作成

0.208

0.17 0.18

0.15

0.11

0.08
0.08

0.07

0.08

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

2
0
1
0

2
0
1
4

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

平
均

L
C
O

E
(2

0
2
4
 U

S
D

/k
W

h
)

②将来的なコスト低減①導入拡大のポテンシャル ③経済波及効果

出所) Port of Esbjerg, https://portesbjerg.dk/en/about-us/jobs, 閲覧
日:2025/9/25, 及びPort of Esbjerg Annual Report 2018

https://portesbjerg.dk/en/about-us/jobs
https://portesbjerg.dk/en/about-us/jobs
https://portesbjerg.dk/en/about-us/jobs
https://portesbjerg.dk/en/about-us/jobs
https://portesbjerg.dk/en/about-us/jobs
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https://portesbjerg.dk/en/about-us/jobs


85



86

（参考）再エネ海域利用法に基づく公募制度等を通じた案件形成

⚫ 排他的経済水域（EEZ）への洋上風力発電設備の設置について、長期間の設置を認める制度を創設。

⚫ 本年3月に本法案を閣議決定し、６月に改正再エネ海域利用法が成立したところ。

④経済産業大臣及び国土交通大臣は、協議会において協議が調った事項と整合的であること等の許可基準に

適合している場合に限り、設置を許可することができる。

③経済産業大臣及び国土交通大臣は、仮の地位の付与を受けた事業者、利害関係者等を構成員とし、発電

事業の実施に必要な協議を行う協議会を組織するものとする。

②募集区域に海洋再生可能エネルギー発電設備を設置しようとする者は、設置区域の案や事業計画の案を提

出し、経済産業大臣及び国土交通大臣による仮の地位の付与（仮許可）を受けることができる。

①経済産業大臣は、自然的条件等が適当である区域について、公告縦覧や関係行政機関との協議を行い、

募集区域として指定することができる。

※ EEZにおける洋上風力等に係る発電設備の設置を禁止し、募集区域以外の海域においては設置許可は行わない。

※ 促進区域（領海及び内水）及び募集区域（EEZ）の指定等の際に、海洋環境等の保全の観点から、環境大臣
が調査を行うこととし、これに伴い、環境影響評価法の相当する手続を適用しないこととする。
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洋上風力産業ビジョン（第2次）～浮体式等産業戦略～ ※2025年8月8日
⚫ 洋上風力のEEZを含む開発エリアの拡大に際し、浮体式も必要になる。

⚫ 浮体式について魅力的な国内市場を創出するとともに、産業・技術基盤の充実やグローバル市場への展開を図るため、浮体式産
業戦略検討会において、案件形成目標や国内調達比率目標等について議論。

⚫ 今年８月８日の「洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会」※でとりまとめ・公表。
※業界団体11団体（JWPA,ECOWIND,FLOWRA,FLOWCON他） 、発電事業者8社（東電RP, 九電みらい他）、風車メーカー3社（ベスタ
ス, GE他）、浮体等メーカー11社（住友電工, 今治造船他）、建設業者6社（鹿島, 大林組他）等が参加。

①世界的なインフレ等への対応
魅力的な国内市場の創出

（政府の浮体式案件形成目標）

⚫ 2040年までに15GW以上の
浮体式案件を形成

（洋上風力全体で30GW～45GW）

⚫ 2029年度中を目途に大規模
浮体式案件を形成

• インフレ等に対する更なる環境整備

• 浮体式コスト目標の検討

• JOGMECセントラル調査のEEZへの
拡充

②産業・技術基盤の充実

（産業界の目標）

⚫ 2040年までに国内調達比率を
65％以上

⚫ 2040年までに洋上風力関連人
材を約4万人確保・育成

• 風車の国産化に向けた体制構築・技術
開発・設備投資と、それを通じたコスト低
減

• 浮体等の大量生産、港湾インフラの整備、
船舶確保

• 技術検証環境整備、技術開発ロード
マップに基づく技術開発

③グローバル市場への展開

（官民の目標）

⚫ 2040年までに海外浮体式案
件30GWに関与

⚫ 2030年までに欧州・アジア太
平洋等10ヵ国・地域と連携

• グローバル風車メーカーとの官民
協力

• 業界協調体制による技術開発を通
じ、国際標準化を主導

産業戦略のポイント
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国内産業・技術基盤の充実（ＧＩ基金を活用した技術開発）
⚫ 浮体式洋上風力は、欧州を中心に実証プロジェクトが進展（10MW程度の風車で10機程度、水深300m以下）。世

界的にコスト低減・量産化が共通課題。

⚫ 我が国では、浮体式の早期社会実装に向けて、これら課題に対する技術確立を目指し、グリーンイノベーション基金
により、2021年度から浮体基礎や電気システムなどの要素技術開発を実施、2024年度からこれら成果を活用し大型
風車を用いた領海内における実証事業（秋田県南部沖、愛知県田原市・豊橋市沖）を実施。

⚫ 今後、浮体式洋上風力を我が国EEZやアジア太平洋へ展開するために、過酷海象（高い波高、急峻な海底勾配等）に
おける発電実証や、大水深においても係留索やケーブル等を低コストで施工するため技術実証に取り組む。

①次世代風車技術開発

③洋上風力関連
電気システム技術開発

②浮体式基礎製造
・設置低コスト化技術開発

④洋上風力運転保守
高度化事業

要素技術開発［上限約680億円］
（フェーズ１,〈2021~30年度〉）

浮体式洋上風力発電実証［上限約1420億円］（フェーズ2, 〈2024~32年度〉）

⑤共通基盤技術開発
・浮体システム最適設計
・大水深対応設計、施工 等

＜グリーンイノベーション基金プロジェクト［上限約2,100億円］＞

秋田県南部沖

愛知県田原市・豊橋市沖丸紅洋上風力等
コンソーシアム
【計画概要】
風 車：12ＭＷ超×2基
浮体形式：セミサブ浮体

（JMU）
水 深：400m程度
2024～ 気象・海象等調査、

設計
2029～ 運転開始予定

シーテック等
コンソーシアム
【計画概要】
風 車：12ＭＷ超×1基
浮体形式：セミサブ浮体

（カナデビア）
水 深：100m程度
2024～ 気象・海象等調査、

設計
2029～ 運転開始

大水深(500m超級)実証
浮体、係留、アンカー、電気関連システム製造・施工、
O&M、耐久性検証、ガイドライン等の規格策定

過酷海域実証
高波高、急勾配、岩地盤等に対する設計・製造・施工・発電、O&M、
耐久性検証、ガイドライン等の規格策定
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グローバル市場の拡大・獲得（FLOWRAを核とした共通基盤開発）
⚫ 浮体式洋上風力技術研究組合（FLOWRA）は、浮体式洋上風力の広域かつ大規模な商用化や国内産業創出等に貢献

するため、国内の発電事業者が協調し、2024年３月に設立された技術研究組合。

⚫ グローバル展開や海外プロジェクトへの参入も視野に、欧州・米国等の海外諸機関と連携しながら、浮体式洋上風力

の低コスト化・量産化技術の確立に取り組む。

⚫ 具体的には、ゼネコン・マリコン・材料/造船/重電メーカー等と共同して、 ①風車・浮体一体システムの最適設計

手法の開発や、②規格の策定、標準化等を進めていく。

＜諸外国＞

共同
研究

＜研究機関／教育・研究機関／認証機関＞

ゼネコン・マリコン・材料/造船/重電メーカー等

連携

（欧州を中心に連携に向けて協議）

連携
共同研究

出典：Shutterstock

港湾工事 高炉 造船所

英国 デンマーク ノルウェー オランダ 仏国 米国

ORE Catapult
等と協力覚書締
結

DI Energyと
協力覚書締結

Innovation 
Norway等と
協力覚書締結

＜共同研究パートナー＞

ゼネコン・マリコン・材料/造船/重電メーカー等

＜FLOWRA＞
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次世代型地熱の種類

91

次世代型地熱の位置付け

従来型地熱
次世代型地熱

超臨界地熱
Supercritical Geothermal

クローズドループ
Closed-loop Geothermal System

EGS
Enhanced Geothermal Systems

熱・水・割れ目から成る地熱貯
留層から蒸気を生産し発電。

マグマ上部の高温高圧の流体(超
臨界熱水)から蒸気を生産し発電。

亀裂のない高温の地熱層に坑井
掘削し、流体を循環させ発電。

地熱層貯留層を人工造成し、水
を圧入・蒸気を生産し発電。

地熱貯留層

温泉
地表

3km
～350℃

3～6km
400～600℃

1.5～2km
200~350℃

1km

超臨界状態の
高温・高圧

状態の蒸気を
生産

超臨界地熱

熱源熱源

坑井でループを構
築し、流体を循環

熱源
人工的に
貯留層を

造成

マグマ



熱があれば開発可能 → 資源リスクの低減・試掘の成功率向上

山間地域以外での展開 → 開発地域の拡大

温泉や自然公園の回避が可能 → 規制リスクの低減

坑井の出力増大・掘進率の向上 → 発電コストの低減

開発リードタイムの短縮

⚫ “従来型地熱”に加えて、長期的かつ安定的な脱炭素電源として魅力的な地熱発電をさらに拡大するために
は抜本的な課題解決が必要であり、次世代型地熱はそれに寄与する技術と整理。

⚫ 今後、拡大が見込まれるデータセンター等に伴う電力需要の増加や、熱利用の拡大の可能性を踏まえると、
カーボンニュートラル価値、ベースロード電源価値、エネルギー安全保障に寄与する国産・内製化、
調整電源機能の可能性等、の特性を持つ次世代型地熱発電による安定的な電源供給が必要である。

次世代型地熱による課題解決の可能性
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次世代型地熱の位置付け

従来型地熱における主な課題 次世代型地熱に期待する課題解決

地熱貯留層（熱・水・亀裂）を見つける必要性

火山周辺の山間地域に偏在性

偏在地域に伴う規制（温泉法・自然公園法等）の多さ

発電出力に対する発電コストの大きさ

それらを総合的に勘案した運転開始までの長いリードタイム



• 米国発のスタートアップ。
米DOEの支援を受け、
Superhot Rock （超高温岩
体）へ掘削し、実証予定。

（参考）世界の主な次世代型地熱プロジェクト
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次世代型地熱の位置付け

• カナダ発のスタートアップ。
クローズドループの商用化に向
けて、ドイツにて実証中。中部
電力、鹿島も出資。

• 米国発のスタートアップ。
Google社とEGS発電で
3,500kWのデータセンター用販
売契約を締結。三菱重工も出資。

※ 出典：Mazama Energy ホームページ ※ 出典：鹿島建設ホームページ
※ 出典：Googleホームページ
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次世代型地熱実現に向けたロードマップ

⚫ 投資促進や革新的な技術導入を図ることで、フェーズ1として2030年までに国内で先行導入、
フェーズ2として2030年代早期の次世代型地熱の運転開始、
フェーズ3として国内普及とそれによる地熱発電の抜本的な導入量拡大を目指す。

➢ 先行導入に向けた掘削技術
など各種技術開発及び技術
の先行導入

➢ 掘削コスト低減（掘進率の向上・坑井仕様の最適化）に向けた技術開発
➢ 高効率熱回収システム・発電設備の構築に向けた最適化や技術開発
➢ 生産コスト削減に向けた最適化や技術開発

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３

➢ 資源量調査による開発候補地の拡大
➢ 次世代型地熱の事業化に向けた支援（ファイナンス、地熱価値創造 等）
➢ 事業体制整備、安全指針等の整理

2026 2030 2040 2050

2040年：1.4GW

[GW]

普及・抜本的な導入量拡大
発電設備の
運転開始

※ 導入発電容量の見通しについては、技術革新がさらに進展することで、さらなる追加が期待される。
また、発電利用以外に期待される熱利用を含めるとポテンシャルは、更に増大する可能性がある。

2050年：7.7GW



ロードマップ実現に向けた主な対応の方向性
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次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

⚫ 次世代型地熱ロードマップの実現を通じた次世代型地熱発電の導入拡大に向けて、事業者による具体的な

取組・実行や、そのための着実かつ継続的な政府支援を通じて、官民一体で対応することが重要。

国内先行導入への国の支援強化

資源量調査・情報提供を通じた資源量・開発候補地点の拡大

必要な環境整備や関連規制へのワンストップ対応等

調査・開発促進に向けた支援（ファイナンス等）

継続した技術開発支援

次世代型地熱に関する事業戦略の検討・策定

国内先行導入・実用化に向けた体制整備

開発地点の地元住民等の関係者との調整

次世代型地熱の開発・運転

掘削コスト低減、高効率の発電システムの確立等に向けた技術開発

政
府
の
支
援

事
業
者
に
よ
る
具
体
的
な
取
組
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次世代革新炉・フュージョンエネルギーの概要

【特徴】

⚫ 核融合反応から得られる熱エネルギーを利用
して発電。トカマク型、ヘリカル型、レーザー型
など多様な炉型が提案されている。

【現状】

⚫ 国家戦略において、世界に先駆けた2030年
代の発電実証を目指すこととしている。

⚫ 経産省予算にて、自動車業界・航空機分野
への応用を見据えたレーザー開発、深部地熱
等への応用を見据えたジャイロトロン開発等、
フュージョンエネルギーと共通性のある分野の技
術開発を支援。

◆NuScale（NuScale SMR）

革新軽水炉 SMR（小型モジュール炉）

◆GEベルノバ日立
（BWRX-300）

◆三菱重工業（実証炉）
◆三菱重工業（実証炉）

高速炉 高温ガス炉 フュージョンエネルギー

◆ ITER（実験炉）
【特徴】

⚫ 発電だけでなく高温熱を利用して水素製造を行う。

⚫ 冷却材に化学的に安定なヘリウムを利用。減速材
に耐熱性や蓄熱性等に優れた黒鉛を利用すること

で冷却機能を喪失しても自然に冷温停止が可能。

【現状】

⚫ GX経済移行債を活用した実証炉開発事業を
2023年に開始。英国とも連携。並行して試験炉
「HTTR」による水素製造試験を目指す。

⚫ HTTRへの水素製造施設の接続に向けて、2025
年3月、原子炉設置変更許可を申請。

◆三菱重工業
（SRZ-1200）

【特徴】
⚫ 冷却材にナトリウムを利用することでプルトニウム

燃焼を効率的に行う。
⚫ 廃棄物量・有害度低減、資源の有効利用など

核燃料サイクルの効果を向上。
【現状】
⚫ GX経済移行債を活用した実証炉開発事業を

2023年に開始。米国や仏国とも連携。

⚫ 2024年7月、炉と燃料サイクルの研究開発全体
を統合してマネジメントする組織をJAEAに設置。
電力やメーカー、JAEAのメンバーで構成。

【特徴】

⚫ 設計段階から新たな安全メカニズムを組み込
むことにより、事故の発生リスクを抑制し、万が
一の事故があった場合にも放射性物質の放
出を回避・抑制する機能を強化。

【現状】

⚫ 標準設計は概ね終了。規制基準を明確にす
るため、現在、原子力エネルギー協議会
（ATENA）と規制委員会とで意見交換中。

⚫ 経産省予算にて、新たな要素技術の成熟度
を高める研究開発や実証試験を支援。

【特徴】

⚫ 出力が30万kW以下の小型軽水炉。自
然循環により、冷却ポンプや外部電源なし
で炉心冷却が可能。

【現状】

⚫ 米国やカナダにおいて、データセンターへの
電力供給などの目的で、2030年前半で
の運開を目指し、開発が進められている。

⚫ 海外プロジェクトへの日本企業の参画や研
究開発を支援。



98

革新軽水炉（例：SRZ-1200）

✓ 緊急時に炉心を冷やすための注水ポンプや電源などの安全設備を２系列から３系列に増強。

✓ さらに、それらが火災等により同時損傷しないよう、系統ごとに区画を分けて配置。

✓ 原子炉への接続などの作業が必要な、送水車や電源車等の可搬型設備に代えて、設計段階から原子炉建屋
の中に非常用注水ポンプや電源を組み込むことで、緊急時の注水・電源の作動の信頼性を向上。

✓ 緊急時にも、水圧等の自然原理を利用し、電源なし・人的作業なしで、自動的に、より長い時間、炉心冷却を
継続できるよう給水タンクを改良。

※さらに、万が一炉心損傷等などの重大事故が発生した場合の影響を抑制するシステムも強化（フィルタベント、コアキャッチャー）

ポイント③ 非常時に電源なし・人的操作なしで自動的に炉心冷却する機能の強化

ポイント① 非常用の冷却ポンプや電源等の安全設備の多重化と同時損傷リスクの回避

ポイント② 可搬型の非常用設備を、設計段階から原子炉に組み込むことで、
非常時の注水・電源の信頼性を向上

A系列

B系列 C系列

１F事故の教訓を踏まえ、強化した安全対策を設計段階から組み込み、より高い安全性を追求。

SRZ-1200の全景イメージ

SRZ-1200の
安全設備の多重化と
区画分離のイメージ
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SMR（小型軽水炉）の概要

⚫ 出力は30万kW以下。自然循環により、冷却ポンプ、外部電源なしで炉心冷却が可能。

⚫ 日本の産業基盤の維持・強化に資するよう、海外プロジェクトへの日本企業の参画や研究開発を支援。

BWRX-300（米・GEベルノバHitachi社）
＜概要＞
• 米GEベルノバHitachi社と日立GEベルノバ社が共同開発

する
電気出力30万kW級のBWR型SMR。

• 2021年12月2日、カナダの電力会社OPG社がオンタリオ州
にて最速2030年運転開始を目指すプロジェクトに、当該炉
型を選定。

• 経産省予算にて、日立GEの実温・実圧で試験できる設備
を活用し、要素技術の実証に向けて研究開発を実施中。

＜特徴＞
• 自然循環の利用によりポンプを排除、受動的冷却システムに

より電源・注水設備・運転員操作なしで7日間冷却可能。
• 圧力容器に隔離弁を直付けすることで、冷却材喪失事故の

発生確率を削減。

NuScale SMR（米・NuScale社）
＜概要＞
• 2007年、SMR開発を目的に設立された米NuScale社が開発

するPWR型SMR。1モジュールの出力は5～7.7万kWで、最大
12モジュールを設置可能（最大60～92万kW）。

• 米スタンダード・パワー社が、オハイオ州とペンシルベニア州で計画
されているデータセンターへの電力供給に当該炉型を採用。
2029年運転開始を目指す。

• 経産省予算にて、日揮・IHIが、モジュール・メンテナンス機器等
の課題についての実証を目指す。

＜特徴＞
• 蒸気発生器と圧力容器の一体

化により、小型かつシンプルな設
計で安全性を向上。

• 自然循環により、冷却ポンプ、外
部電源なしで炉心を冷却可能。

格納容器

加圧器

蒸気発生器

圧力容器

炉心
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高速炉

⚫ 核燃料サイクルは、①高レベル放射性廃棄物の減容化、②有害度低減、③資源の有効利用等の観点から、引き続き推

進することが重要。

⚫ 高速炉では、高レベル放射性廃棄物の潜在的有害度が自然界並に低減する期間が10万年から300年にすることや、

資源の有効利用も可能であり、核燃料サイクルの効果をより高める可能性。

高レベル放射性廃棄物の
減容化・有害度低減

高速炉サイクル

マイナーアクチノイド（MA）燃焼等でナトリウム冷却高速
炉が米加で脚光を浴びる。

資源の有効利用

高レベル
放射性廃棄物

体積

プルサーマル 高速炉
サイクル

体積比
直接処分の
約1/4に

体積比
直接処分の
約1/7に

潜在的有害度(Sv)が
自然界並に

低減する期間
10万年  8千年 300年

直接処分

使用済燃料の再処理を経て製造した燃料を、軽水炉（プルサーマル）
や高速炉で利用することで、資源を有効利用。

（出典）日本原燃株式会社

軽水炉サイクル

高レベル放射性廃棄物
（ガラス固化体）

プルトニウムと
ウランを抽出

使用済燃料

MOX燃料

Mixed Oxide
ウラン・プルトニウム混合酸化物

地層処分
施設体積1/4に

8,000年で低減

体積1/7に
300年で低減

MOX燃料
加工工場

高速炉サイクル

「高速炉」
（中性子を高速状態の
ままで反応させる）

（出典）日本原燃株式会社

使用済燃料

MOX燃料

MOX燃料
加工工場

使用済MOX燃料
→MOX燃料加工工場へ

再処理工場 再処理工場

「軽水炉」（サーマルリアクター）
 

一部MOX燃料を使う

＝「プルサーマル」を実施
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高速炉実証炉開発事業

⚫ 2023年3月、炉概念の仕様と将来的にはその製造・建設を担う事業者（中核企業）の公募を実施、7月12日の高速炉
開発会議戦略ワーキンググループにおいて、炉概念として三菱FBRシステムズ株式会社が提案する『ナトリウム冷却
タンク型高速炉』を、中核企業として三菱重工業株式会社を選定して、GX経済移行債を活用した実証炉開発事業を9
月から開始。

⚫ 予算措置額：1,714億円（2023～27年度までの国庫債務負担行為含む）

⚫ 2024年7月、炉と燃料サイクルの研究開発全体を一定のレベルまで完遂するとともに、両者を統合して基本設計に繋
げていく機能（研究開発統合機能）を担う組織として、高速炉サイクルプロジェクト推進室をJAEAに設立。

⚫ プロジェクト推進室によるマネジメントの下、実証炉の主要仕様及びR&D計画について具体化を進め、2024年12月、
高速炉開発会議 戦略WGにおいて、実証炉の概念設計の出力を60万kW級とすること等を確認した。

＜高速炉実証炉開発の今後の作業計画＞ 

2023 年夏：炉概念の仕様を選定  【23/7/12選定済】

2024 年度～2028 年度：実証炉の概念設計・研究開発 

2026年度頃：燃料技術の具体的な検討 

2028 年度頃：実証炉の基本設計・許認可手続きへの移行判断

※戦略ロードマップ(令和4年12月23日 原子力関係閣僚会議)を基に作成

＜ナトリウム冷却タンク型高速炉（イメージ）＞

（出所）三菱重工業株式会社PRESS INFORMATION（2023.07.12）
日本政府が開発を推進する高速炉実証炉の設計、開発を担う中核企業に選定
2040年代の運転開始に向け、ナトリウム冷却高速炉の概念設計などを推進
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高温ガス炉

⚫ 将来的な水素社会において、鉄鋼・化学等における原料、輸送機器や発電における燃料としては、大規模かつ経済的

な水素の安定供給が必要。

⚫ 高温ガス炉では950℃の高温熱が取り出せることから、水素製造や発電など熱のカスケード利用が可能。

水素社会での高温ガス炉活用のイメージ

高温熱
（950℃）

水素還元製鉄等

高温ガス炉

コークスの代わりに水素
を還元剤に使用

石油・化学プラント

H2

水素製造システム

熱利用プロセスと各炉型の温度範囲

（出所）IAEA Nuclear Energy Series, Opportunities for Cogeneration with Nuclear Energy
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高温ガス炉に関する実証炉開発事業／水素製造試験

⚫ 2023年7月25日、高温ガス炉の実証炉開発の中核企業（＝設計、製造、建設を担う事業者）として三菱重工業株式会
社を選定。 GX経済移行債を活用した実証炉開発事業を8月から開始。

⚫ 予算措置額：1,970億円（2023～27年度までの国庫債務負担行為含む）

⚫ 実証炉はHTTRの約６倍の熱出力（＝200MW）とすることとし、現在、実証炉の設計及び研究開発（原子炉と水素製
造施設の接続技術など）を実施中。

⚫ また、HTTRの熱を利用して実際に水素製造を行うべく、2025年３月27日、日本原子力研究機構（JAEA）は、規制
庁に原子炉設置変更許可を申請。今後、水素製造時の原子炉への影響や炉規法の扱う範囲を議論。

HTTR水素製造施設

水蒸気改質器

原子炉

今後、追加設置

【 HTTRにおける安全実証試験 】

➢ 2024年3月27日、原子力機構における
試験炉HTTRにおいて、安全性実証試験
を実施。

➢ 原子炉出力100%の状態から、制御棒
挿入なし･冷却材循環機能喪失でも、物
理現象のみで原子炉出力が自然に低下し
て静定することの実証に成功。

【 高温ガス炉実証炉 基本仕様 】

熱出力 200MW

出口温度 900℃

水素製造法
IS法、熱SOEC法、

メタン熱分解等

中核企業 三菱重工

【 HTTRにおける水素製造試験 】

➢ 2028年度頃のHTTRでの水素製造試
験開始を目指し、2025年3月27日に、
原子力規制委員会に申請。今後、規制
審査と並行して改造工事を進めていく。

➢ 水素製造施設のうちどの設備までが炉
規法の対象となるかが最大のポイント。

【各種取組状況】
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多様なフュージョンエネルギーの炉型

⚫ 米国のスタートアップ企業を中心に、2030年前後でのフュージョンエネルギー実用化を掲げ、多様な炉型の開発への挑戦が

発表されているが、フュージョン反応の連続化や、投入したエネルギー量を超えるエネルギーの回収など解決すべき課題も

ある。

（出所）ムーンショット型研究開発制度における新目標（フュージョンエネルギー）について（文部科学省）一部加工
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核燃料サイクルの確立に向けた取組
⚫ 核燃料サイクルは、①高レベル放射性廃棄物の減容化、②有害度低減、③資源の有効利用等の観点から、一貫して国

の基本的方針と位置付け。

⚫ 原子力発電を安定的に利用する上で、関係自治体や国際社会の理解を得つつ、引き続き、核燃料サイクルを推進する

ことが重要。

うち4基でMOX燃料を使う

＝「プルサーマル」を実施

（出典）日本原燃株式会社

貯蔵容量の
約8割を使用

MOX燃料

MOX燃料工場

14基稼働済

地層処分施設
（最終処分地）

○使用済燃料対策の推進

⚫ 業界全体で貯蔵能力の拡大を推進

2030年頃に容量を約3万トンへ

⚫ 業界大の連携・協力を推進

⚫ 使用済MOX燃料の再処理技術開発を加速

○再処理工場・MOX燃料工場の竣工

⚫ 業界大で原燃の審査・竣工を支援

再処理：2026年度中
ＭＯＸ：2027年度中

（2020.  7 許可）
（2022.12  第1回設工認取得）

（2020.12 許可）
（2025. 3  第2回設工認取得）

中間貯蔵・
乾式貯蔵施設

(2024. 11 RFS 事業開始)
(2025.  2 使用済燃料対策推進計画 改訂）
(2025. 7 伊方 運用開始）

○最終処分の実現

⚫ 北海道寿都町・神恵内村、佐賀県玄海町の
全国３地点で文献調査プロセスを実施中

⚫ できるだけ多くの地域で関心を持っていただける
よう、全国での対話活動に取り組む

六ヶ所再処理工場

高レベル放射性廃棄物
（ガラス固化体）

○ウラン燃料
サプライチェーンの確保

⚫ 経済安全保障推進法に基づき、
「特定重要物資」にウランを指定

⚫ 国内ウラン濃縮に対し支援を決定

原子力発電所

使用済燃料

（2018.  7 我が国におけるプルトニウム
 利用の基本的な考え方）

（2020.12 プルサーマル計画）
（2025.  2 プルトニウム利用計画）

○プルトニウムバランスの確保
⚫ プルサーマル計画に基づき、2030年度までに

少なくとも12基でプルサーマルを実施
⚫ プルトニウムの回収と利用のバランスを管理

（2024. 2 「特定重要物資」にウランを指定）
（2024.12 日本原燃の供給確保計画の認可）
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（参考）高レベル放射性廃棄物の最終処分の諸外国の状況

⚫ 高レベル放射性廃棄物の最終処分の実現は原子力を利用する全ての国の共通課題。

⚫ 処分場の建設を開始しているフィンランド、スウェーデンにおいても、地層処分の実施を決めてから30年以上の歳月

をかけて、国民理解・地域理解に弛まぬ努力を重ねてきている。

⚫ 足下では、フィンランド、スウェーデン、フランス、カナダ等が処分地選定済。

＜フィンランドにおけるサイト選定経緯＞

注）フィンランド、スウェーデン、スイス、
カナダは地下施設での精密調査前に処分
地が決定

調査段階前 文献調査
精密調査

地下調査施設
による調査

処分地選定済概要調査
(ボーリング調査等)

ドイツ

ベルギー

スイス
（北部レゲレン）
※概要承認申請中中国

(甘粛省北山)
フランス

(ビュール近傍) 
※審査中

米国
(ユッカマウンテン）
※許認可手続き中断中

スウェーデン
(フォルスマルク)

※建設中

フィンランド
(オルキルオト)

※建設中

カナダ
（WLON-

イグナスエリア）
※建設許可
   申請前

英国

韓国

スペイン

日本

＜諸外国のサイト選定状況＞
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（参考資料）目次

１．エネルギー基本計画の概要
２．電力産業の概観
３．各技術等の動向
４．日本のエネルギー事情
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電力需要と国土と再エネ比率

⚫ 再エネは、エネルギー密度が低いため、  「導入量」を増やす上では土地などの狭さが制約となる。

⚫ 再エネ「比率」は、電力需要の大小に依存する。電力需要の大きい国では比率は低くなる。

⇒ 日本は国土面積が狭い一方、需要が大きいため、諸外国に比べて再エネ比率の向上に制約がある。

（参考：EUの面積は日本の12倍、電力需要は3倍。）

ノルウェー ドイツ 日本

約500万人 再エネ発電量
約2000億kWh

再エネ以外の必要電力量
約1000億kWh

※約20億kWh

再エネ比率 ：99％
国土面積  ：37万km2

△再エネ１％：15億kWh

再エネ比率  ：53％
国土面積    ：35万km2

△再エネ１％：51億kWh

再エネ比率  ：23％
国土面積     ：36万km2

△再エネ１％：99億kWh

※約2700億kWh ※約2300億kWh※約1500億kWh

同じ国土面積でも再エネの入れやすさや、比率の見え方は異なる（2023）

（出典）発電量：IEA 総合エネルギー統計、 人口・面積： World bank
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再エネ出力制御の実施状況について

⚫ 再エネの導入拡大により出力制御エリアは全国に拡大、複数エリアでの同時出力制御の増加による域外送電量の減少

や電力需要の減少等もあり、足元の出力制御量は増加傾向。

⚫ 今春は天候等の理由により、全国の出力制御量は前年度と比較して増加傾向。

（出所）各一般送配電事業者提出資料を元に資源エネルギー庁が作成（2025年5月時点）

※ 淡路島南部地域は四国から電気を供給される関係から、出力制御は四国エリアと同様に行われるが、数字は関西に含む。

[億kWh]

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025
年度

2021年度～2025年度 出力制御量（全国）



110

広域連系系統の「マスタープラン」

⚫ 再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、電力広域機関において、2050年カーボンニュートラルも見据えた、広
域連系系統のマスタープランを2023年3月29日に策定・公表した。

中地域増強
約520億円

九州地内増強
約100億円

九州～四国（新設）
約4,800～5,400億円

九州～中国（増強）
＋280万kW
約4,200億円

中国地内増強
約1,000億円

中部地内増強
約30億円

東京地内増強
約6,700億円

北海道地内増強
約1.1兆円

四国地内増強
約1,600億円

東北～東京（増強）
約2,000億円

FC（増強）
+270万kW

約4,000~4,300億円

東北地内増強
約6,500億円

【必要投資額（概算）】

約6.0～7.0兆円

北海道～東北～東京

（新設）

+600~800万kW

約2.5～3.4兆円

（出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（電力広域的運営推進機関2023年3月29日策定）のうちベースシナリオより作成
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地域間連系線の整備の状況と今後の方向性

⚫ 再エネ適地と需要地を結び、国民負担を抑制しつつ再エネの導入を図るとともに、首都直下地震等により首都圏等に

集中立地するエネルギーインフラが機能不全に陥った場合のバックアップ機能の強化を図るため、全国大での送電

ネットワークの増強を進めることが必要。

中部

関西

北海道

東京

北陸 東北

九州

中国

四国

沖縄

関西中国間

中国四国間

関西四国間

中部関西間

210万kW → 300万kW
(2027年度中予定)

東京中部間

周波数変換設備60Hz

50Hz

120万kW → 210万kW
(2021年3月運転開始)

573万kW
→ 1028万kW

(2027年度中予定)

東北東京間

北海道本州間

90万kW → 120万kW
(2027年度中予定)

60万kW → 90万kW
(2019年3月運転開始)

東地域増強

300万kW→600万kW
（2030年6月運転開始予定）

過去10年間で整備してきたもの

現在整備中のもの

計画策定プロセス中のもの
（基本要件策定済）

+120万kW

再エネ
ポテンシャル

再エネ
ポテンシャル

★各連系線の
「広域系統整備計
画」の数値を記載

＋100万kW
（2039年3月運転開始予定※）

中部北陸間

北陸関西間

※九州中国間連系設備について、事業実施主体は、工期 13 年６ヵ月程度から 11 年程度への短縮の可能性について検討し、可能な限り早期運開を目指すこととしている。

九州中国間



⚫ 企業の予見可能性を高めてGX投資を引き出すため、国は分野別投資戦略を策定。次世代型太陽電池や浮体
式洋上風力について以下のような方向性が示されているほか、水素等・CCSについても策定されている。
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（参考）分野別投資戦略

（出典）分野別投資戦略 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/index.html



⚫ 企業の予見可能性を高めてGX投資を引き出すため、国は分野別投資戦略を策定。次世代型太陽電池や浮体
式洋上風力について以下のような方向性が示されているほか、水素等・CCSについても策定されている。
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（参考）分野別投資戦略

（出典）分野別投資戦略 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/index.html
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